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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｘ軸に沿って８０ｍｍ～３，０００ｍｍの広がり寸法、および、イオン源で５ｍｍ未満
の狭いｙ寸法を有するリボン状イオンビームを作るための改良されたイオン源アセンブリ
であって、前記イオンビームの広がり寸法及び厚さ寸法が前記イオンビームの移動のＺ軸
方向に垂直であり、前記改良されたイオン源アセンブリが、
　気体状物質をプラズマ状態へイオン化するのに適切なアーク放電チャンバ（１）であっ
て、前記アーク放電チャンバが、
　　（ｉ）イオンビームが出るためのＸ軸に沿って延在する長方形の出口アパーチャ（５
）を提供する別個の固体の前壁（３）と、別個の固体の後壁（８）と、前記出口アパーチ
ャの両側にあって少なくとも２つの横に位置づけられる固体の側壁（６ａ、６ｂ）と、２
つの別個の固体の端部壁（１２ａ、１２ｂ）と、決定可能な容積及び構成の内部キャビテ
ィ容積（１０）と、を含む角柱の閉鎖箱構造であって、Ｙ軸に沿って延在する幅寸法と、
Ｚ軸に沿って延在する奥行寸法と、Ｘ軸に沿って延在し、所望のビーム広がりに応じて８
０ｍｍ～３，０００ｍｍである広がり寸法と、を示す閉鎖箱構造と、
　　（ｉｉ）１つの前記側壁（６ａ、６ｂ）の内側面表面上に配置された少なくとも１つ
の識別可能なロッド形アノード（２ａ、２ｂ）であって、前記ロッド形アノードが、前記
内部キャビティ容積（１０）内でＸ軸の方向に前記側壁の広がり寸法と実質的に平行であ
って前記広がり寸法にわたって延在し、前記固体の壁に対して正電位にバイアスされる、
少なくとも１つの識別可能なロッド形アノード（２ａ、２ｂ）と、
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　　（ｉｉｉ）前記内部キャビティ容積（１０）内に配置された少なくとも１つの熱電子
カソード（７）であって、各前記熱電子カソードの端子が、移動する一次電子の流れを要
求に応じて放出することができ、前記固体の壁の電位値の５Ｖの範囲の電位値を有する、
少なくとも１つの熱電子カソード（７）と、
　　（ｉｖ）気体状物質を前記内部キャビティ容積（１０）内に導入するための少なくと
も１つの制御されたオリフィス（９）と、
　　（ｖ）前記出口アパーチャ（５）に外側に近接して位置する少なくとも１つの引き出
し電極（４ａ、４ｂ、４０ａ、４０ｂ）であって、各前記引き出し電極が、要求に応じて
荷電イオンの流れをリボン状ビームとして前記内部キャビティ容積（１０）から引き出す
よう作用する、少なくとも１つの引き出し電極（４ａ、４ｂ、４０ａ、４０ｂ）と、
　　（ｖｉ）前記ロッド形アノード（２ａ、２ｂ）に電気的に結合される正端子と前記熱
電子カソード（７）に電気的に結合される負端子とを有する、離れて位置づけられる電源
と、含む、アーク放電チャンバ（１）と、
　少なくとも１つの認識可能な四重極磁場を要求に応じて前記内部キャビティ容積（１０
）内に生成及び設置することができる一次電子捕捉アセンブリであって、前記一次電子捕
捉アセンブリが、
　　高強度の多重極磁場を要求に応じて前記内部キャビティ容積（１０）内に生成及び設
置することができる磁場生成ヨークサブアセンブリ（１００）であって、前記磁場生成ヨ
ークサブアセンブリが、
　　（α）前記後壁（８）及び前記側壁（６ａ、６ｂ）の外部面と整列することができか
つそれを囲むように近接して置かれ得る予備成形された取付け具であり、
　　（β）認識可能な多重極磁場を前記内部キャビティ容積（１０）内に生成及び設置す
ることができ、
　　前記設置された多重極磁場が、前記内部キャビティ容積のほぼ中心線に沿ってヌル値
を有する主要な四重極成分を有し、前記Ｘ軸に実質的に平行に存在し、
　　前記設置された多重極磁場が、前記閉鎖箱構造の前記ｙ寸法に沿って実質的に均一で
あり、かつ、前記Ｘ軸に直交するとともに前記アーク放電チャンバのＸ－Ｚ平面において
対称的である磁束を提供し、
　　（γ）前記ロッド形アノード（２ａ、２ｂ）が、各配置されたロッド形アノード（２
ａ、２ｂ）上及びその周りでカーブする磁束線内に浸されかつそれにより囲まれるように
なるように構成される前記内部キャビティ容積（１０）内に高強度の設置された多重極磁
場を提供し、前記カーブした磁束線が、前記内部キャビティ容積（１０）内を移動する一
次電子が各配置されたロッド形アノードに到達するのをブロックするのに有効である、磁
場生成ヨークサブアセンブリと、
　　前記アーク放電チャンバ（１）に近接する前記磁場生成ヨークサブアセンブリ（１０
０）のための適切な向き及び整列の取付け具として少なくとも機能する固定された寸法及
び構成の予備成形された仕切り用バリア（６０）であって、前記予備成形された仕切り用
バリア（６０）が、
　　（ａ）前記アーク放電チャンバ（１）の前記固体の壁を既存の環境内に受けかつ包含
するのに十分な寸法の予めサイズが合わせられた空間的凹部（６４）を有する表面を提供
し、
　　（ｂ）前記磁場生成ヨークサブアセンブリ（１００）を適切に整列した位置及び向き
で既存の環境内に受けかつ保持するように外形を形成された複数の予めサイズが合わせら
れた空間的凹部（６８ａ、６８ｂ）を有する裏面（６６）を提供する予備成形された仕切
り用バリア（６０）と、からなる、一次電子捕捉アセンブリと、を含む、改良されたイオ
ン源アセンブリ。
【請求項２】
　前記熱電子カソード（７）と前記アーク放電チャンバ（１）との間の電気接続が、前記
熱電子カソードの電位が前記アーク放電チャンバ（１）の電位に対して０～５Ｖの間の小
さい正の値を有するようにさせる、請求項１に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
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【請求項３】
　前記磁場生成ヨークサブアセンブリ（１００）が、強磁性材料から形成される成形され
た支持用開放フレームワークであって、その上に極性が交互の３つの長尺状強磁性極（１
１５ａ、１１５ｂ、１１６）が連続的に直列に配置される強磁性材料から形成される成形
された支持用開放フレームワークをさらに含む、請求項１に記載の改良されたイオン源ア
センブリ。
【請求項４】
　前記磁場生成ヨークサブアセンブリ（１００）が、強磁性材料から形成される成形され
た支持用開放フレームワークであって、その上に極性が交互の長尺状強磁性極（１１５ａ
、１１５ｂ）が連続的に直列に配置された、強磁性材料から形成される成形された支持用
開放フレームワークをさらに含む、請求項１に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
【請求項５】
　前記長尺状強磁性極のうちの２つ（１１５ａ、１１５ｂ）が巻線コイル（１０５ａ、１
０５ｂ）として個々に構成され、第３の長尺状強磁性極が長尺状強磁性シャフトとして構
成される、請求項３に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
【請求項６】
　前記長尺状強磁性極（１１５ａ、１１５ｂ）のうちの少なくとも２つが永久磁気材料か
ら構成される、請求項３又は４に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
【請求項７】
　前記予備成形された仕切り用バリア（６０）が、複数の別個の水を運ぶための導管と、
冷却通路（６１）と、をさらに含む、請求項１に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
【請求項８】
　前記予備成形された仕切り用バリア（６０）が少なくとも１つの熱吸収性の金属組成物
から作られる、請求項１に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
【請求項９】
　前記出口アパーチャ（５）が、一定の幅を有する単一のスロットである、請求項１に記
載の改良されたイオン源アセンブリ。
【請求項１０】
　各前記引き出し電極（４ａ、４ｂ、４０ａ、４０ｂ）が、一定の幅を有する単一のスロ
ットを包含する、請求項１に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
【請求項１１】
　各前記熱電子カソード（７）が、タングステンワイヤから形成されるフィラメントであ
る又は交互嵌合パターンに切断されるタングステンのブロックであり、かつ、電流により
直接加熱される、又は、前記アーク放電チャンバ（１）の外部に位置する源からの電子衝
撃により間接的に加熱されるタングステンのブロックである、請求項１に記載の改良され
たイオン源アセンブリ。
【請求項１２】
　三極管電極配列と四極管電極配列とからなるグループから選択された引き出し電極配列
をさらに含む、請求項１に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
【請求項１３】
　前記出口アパーチャ（５）が第１引き出し電極を含み、各後続の電極が２つの同様の半
部に作られ、
　前記ビームの一方の側にある全ての前記電極半部が、スタック内の絶縁体に取り付けら
れ、前記イオン源に取り付けられ、
　前記ビームの他の側の全ての前記引き出し電極半部が、絶縁体の同様のスタックに取り
付けられ、前記イオン源に取り付けられ、
　それにより電極エッジが前記リボン状ビームのＸ軸範囲全体にわたって整列されかつ平
行に保たれることが確実になる、請求項１２に記載の改良されたイオン源アセンブリ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、米国仮特許出願第６１／９６４、００１号として２０１３年１２月２０日に
最初に出願された。この最初の出願の法的効果及び利点は本明細書において明確に主張さ
れる。
【０００２】
　本発明は概して、驚くほど幅広の、大電流の、リボン状イオンビームの生成に関する。
このような幅広のビームは、イオン注入システムにおいて、半導体を、集積回路製造のた
め、ＬＣＤ及びＯＬＥＤディスプレイ用の平面パネル型ディスプレイ製造のため、並びに
、光電池製造のために予め選択されたイオン種でドープするのに使用され、それらは、ス
パッタリング、イオンビーム支援蒸着法（ＩＢＡＤ:Ion Beam Assisted Deposition）、
表面硬化処理及び表面帯電制御のためなどの様々な他の材料の表面加工用途において使用
され得る。
【０００３】
　従って、本発明は、リボン状大電流イオンビームであって、その厚さ寸法より少なくと
も３０倍大きく、しばしば最大で２００倍以上大きい予め選ばれた固定した幅寸法を有す
るリボン状大電流イオンビームを作ることができる改良された気体状イオン源アセンブリ
を特に対象とし、ビームの固定した幅及び厚さ寸法はイオンビームのＺ軸経路及び移動方
向に垂直に測定される。
【背景技術】
【０００４】
　本発明は、イオンビーム源であって、特定の工業用ニーズに応えることのできるイオン
ビーム源を提供する。上で特定された用途のためには、多くの異なる荷電種のイオンビー
ムを作ることが必要である－その範囲及び種類は、一般にリン、ホウ素、炭素、窒素、酸
素、アルゴン、シリコン、ゲルマニウム及びヒ素イオンを含む。
【０００５】
　このような従来の用途は、大電流、数十ｅＶから最大で１００ｋｅＶの範囲のエネルギ
ー、安定性、イオンの厳密な制御、及び長い使用可能期間を必要とする。イオン注入のた
めの大電流は、一般的に３０ｍＡを超える何ミリアンペアもの望ましい種のイオンを必要
とし、本発明は、生産性の理由により最大で１Ａ以上の遥かに大きいイオンビームを作る
ことに向けられるので、当業者は、イオン源の出口アパーチャで約１０ｍａ／ｓｑ．ｃｍ
．を超え、好ましくは３０ｍＡ／ｓｑｃｍを超える電流密度を作ることができる拡張性の
あるイオン源構造のみに関心を寄せるようになる。
【０００６】
　また、一価の原子イオンは、ほとんど全ての従来の用途例において望ましいが、分子イ
オンが使用可能であるときもある。さらなる詳細及び情報については、２つの標準的な教
科書、特に、The Physics and Technology of Ion Source, 2nd ed. ,Edited by Ian G. 
Brown, Wiley, 2004、及び、Large Ion Beams, A. Theodore Forrester, Wiley, 1988を
参照されたい。様々な操作上の詳細については、米国特許第７，４９８，５７２号、同第
８，７２３，１３５号、同第６，１６０，２６２号、及び同第８，４５５，８３７号も参
照されたい。
【０００７】
プラズマ及びイオン化可能気体源
　£一般的に受け入れられた定義によると、「プラズマ」は、物理的な物質の存在の第４
の状態であると考えられている。気体（又は固体、又は液体）として現れている任意の物
質を次第に加熱すると－その物質は最終的に、プラズマ状態であっていくつかの電子が原
子から解放され、原子、正イオン、電子及びときにより負イオンの準中性混合が共存する
プラズマ状態に入るのに十分なエネルギーを蓄積し含む。プラズマは、物質の状態であっ
てそこからイオンが真空で最も容易に引き出される物質の状態である。
【０００８】
　プラズマ電子の温度は、概して１０，０００度Ｋを超えており、最も都合よくは電子ボ
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ルト（ｅＶ）単位で測定され、ここで１ｅＶは１１，６２７Ｋに対応する。
【０００９】
　いくつかの特定の使用例において、プラズマ全体は均一温度で熱平衡にあってもよいが
、イオン源における現実世界のプラズマの圧倒的な大部分においては、電子はある温度（
典型的には１又は２ｅＶ）で熱平衡を確立する。しかしながら、イオンは電子と平衡にな
く、その理由はそれらの質量が電子の質量の何千倍もあるからであり、それらは、気体で
あってそこからそれらが形成された気体により近い温度に留まり得るからである。このよ
うな衝突についての運動学の基本法則は、数百万もの衝突が、電子と原子／イオンとの間
で、イオンエネルギーが電子の平均エネルギーへ近づき始める前に求められることを明ら
かにしている。
【００１０】
　従って、その最も一般化された形態において、イオン源は、予め選択された材料又は物
質に由来する荷電の異なるイオン種のプラズマを作るよう機能し、次いでこれらのイオン
種を引き出し、これらのイオン種を、成形「ビーム」であって、複数のイオンがおよそｋ
ｍ／ｓの速度を有する単一エネルギーである成形「ビーム」として高速になるよう加速す
る。
【００１１】
　£従って、典型的な気体状物質イオン源は少なくとも２つの作動可能な部分すなわち、
（ｉ）プラズマ生成システムと（ｉｉ）ビーム引き出しシステムとを提示する。これらの
コンポーネントシステムの各々は有形の構造及び実体を用いてその意図された目的及び機
能を達成する。
【００１２】
　・プラズマ生成装置は、源の作動的なサブユニットであって、プラズマを気体状物質か
ら作り出し、そこから十分な量の望ましい又は適切なイオン種が、源の引き出しシステム
により成形ビームとして後に引き出される源の作動的なサブユニットである。プラズマを
気体状物質から生成する方法は複数あるが、ここで焦点を当てるのは、電子衝撃イオン化
であり、ここで、イオンは電子衝撃により作り出され、電子エネルギーができるだけ低く
、通常は４０～１２０Ｖである。
【００１３】
　プラズマを生成するこの方法は、典型的には平均的なプラズマ電子よりはるかに高いエ
ネルギーを有する電子源の存在が必要である。従って、プラズマ源は、典型的には以下を
含む、すなわち、周囲温度（場合により数百Ｋの温度であり得る）の中性気体又は蒸気、
４０～１２０ｅＶのエネルギーを有する電子源、気体をイオン化するのに十分以上の電圧
（図２を参照）、数ｅＶの温度で熱平衡に速やかに至る、電子又はイオン衝撃により気体
原子から解放される電子、及び電子衝撃により作り出されるイオンであって、周囲に近い
初期温度を有するが、プラズマを離れる際に、電子温度のかなりの部分である平均エネル
ギー値を有し得るイオン。イオンの密度が高いことと、それらの温度が可能な限り低いこ
ともまた望ましい。
【００１４】
　・従って述べられた対比において、イオン源の引き出しシステムは、作動的なサブユニ
ットであってプラズマからのイオンを加速し、流動イオンビームであってその目的地への
輸送の望ましい形状及び正しい発散角の流動イオンビームを生成する作動的なサブユニッ
トである。中性粒子及び電子は、引き出しシステムによりそれぞれ無視され退けられる。
大電流正ビームのための引き出しシステムは先行技術図１に示されるとおり最低でも３つ
の電極を使用する。
【００１５】
　£従ってここでは、リボン状イオンビームがどのようにして作り出されるのか、及び当
該技術分野において経時的に生じている主たる進歩が何であったかだけでなく、現在の当
業者の一般論及び支配的かつ有利なポイントを構成するものが何であるかを正しく特定す
る正確な概要の説明を提供することが、有用と考えられている。
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【００１６】
強制電子ビーム誘起アーク放電（ＦＥＢＩＡＤ:Forced Electron Beam Induced Arc Disc
harge）イオン源
　多くの従来のイオン源はプラズマを、リボン状イオンビーム生成及び後続のリボン状イ
オンビームのアーク放電チャンバからの引き出しに用いる。このようなイオン源は典型的
には、イオン化されてプラズマになる気体を導入するための入口アパーチャを有するプラ
ズマ閉じ込めチャンバ、及び出口開口又は放出アパーチャであってそれを通じてリボン状
イオンビームがプラズマから引き出される出口開口又は放出アパーチャを含む。
【００１７】
　従ってここで、強制電子ビーム誘起アーク放電（ＦＥＢＩＡＤ）イオン源の従来の動作
理論が何であるか簡潔に説明することには価値がある。この目的のため、典型的なＦＥＢ
ＩＡＤイオン源の概略図が先行技術図１により示される－ここで、図１の特定の例は、バ
ーナス型イオン源であって、磁場及びアンチカソードがこの型に特化したバーナス型イオ
ン源である。
【００１８】
ＦＥＢＩＡＤイオン源構造
　イオン源の機能は、荷電イオンの流れを作ることと、これらの流動イオンを引き出し、
高速になるまで加速することであることもまた思い出されたい。この目的及び目標の一部
として、放出された荷電イオンの流れは、リボン状ビームであって、イオンがおよそｋｍ
／ｓの速度を有する単一エネルギーであるリボン状ビームを形成するよう導かれる。
【００１９】
　先行技術図１により概略的に示すとおり、イオンビーム源の構造は典型的には、固体（
solid）アークチャンバであってその中にアーク放電が含まれることになる固体アークチ
ャンバと、少なくとも１つのアノードと、少なくとも１つのカソード電子エミッタと、１
つ又は複数のエクストラクタ・グリッド又は電極と、場合により中和器とを含む。これら
の先行技術の構造的実体の各々が簡潔に以下に記載される。
【００２０】
　基本的に、アーク放電イオン源は、最初に、予め選ばれた気体を固体壁アーク放電チャ
ンバの内部キャビティ容積内に導入することにより作動する。カソード電子エミッタ（例
えばフィラメント）は、気体をイオン化してプラズマ状態にする可動電子を提供する。
【００２１】
　関連する用途のための典型的には４０～１２０Ｖの電圧が、カソード電子エミッタとキ
ャビティ容積のいくらかの他の部分（アノードと呼ばれる）との間に印加され、従ってカ
ソードから放出される電子は、４０～１２０ｅＶの範囲のエネルギーまで加速され、この
エネルギーは、電子が気体原子又は分子に衝突するとき、電子が気体原子又は分子をイオ
ン化できるほど十分である。
【００２２】
　イオン及び電子は共にプラズマを含む。電子はより高い速度を有するため、それらは壁
により速く到達する傾向があり、これはプラズマ（高伝導性である）を正電位にする。一
旦この電位が電子のさらなる損失を防止するのに十分になると、プラズマは安定し得る。
プラズマは通常はアノードに対して僅かに正であり、標準的な教科書はこの状態をより詳
細に説明する。
【００２３】
　穴、又はスロット、又は穴もしくはスロットの列を含む１つ又は複数の引き出し電極が
、チャンバの前部に位置づけられ、キャビティ容積の外側で、チャンバにおけるアパーチ
ャの合致する組と整列し、プラズマ内の正に帯電したイオンが流れて高速になるよう加速
されるようになることを可能にする。電位差が引き出し電極とアークチャンバとの間に与
えられる。
【００２４】
　中和器が、場合によりエクストラクタ・グリッドの下流に位置づけられ、それにより十
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分な追加的な電子が、次いで、流れているイオン流へ加えられて、リボン状ビーム内にあ
る正に帯電したイオンの電荷密度の釣り合いをとる。複雑な関係が、電極電位と任意のこ
のような穴又はスロットの近傍のプラズマのエッジとの間に存在し、正しい条件が満たさ
れると、極めて平行なイオンビームが形成され得る。
【００２５】
ＦＥＢＩＡＤ源内の気体のイオン化
　ＦＥＢＩＡＤ源内でイオン化されてプラズマ状態になり得る気体の説明のための一例は
ホスフィンである。ホスフィンがアーク放電チャンバ内の電子流へ曝露されると、中性ホ
スフィン気体分子は解離して正に帯電したリン（Ｐ＋）イオン、及び正に帯電した水素（
Ｈ＋）イオン－すなわちリンイオン及び水素イオンの両方を同時に含むプラズマをもたら
す。結果としてのプラズマは従って工作物への注入に望ましいイオン、すなわち正に帯電
したリン（Ｐ＋）イオン、だけでなく、いくつかの望ましくないイオン種、すなわち正に
帯電した水素（Ｈ＋）イオン、分子イオンＰＨＸ

＋、及び場合によりＰ２
＋をイオン化プ

ロセスの不可避的な副産物として含む。
【００２６】
　リンイオン及び水素並びに他のイオンがプラズマ内に共存し、全ての正イオン種は、源
構造の前部開口又は出口アパーチャを通じて引き出しグリッド又は電極により引き出され
た成形ビーム内に一緒に放出される。複数の正に帯電したイオン種のこの生産は、任意の
適切な原料気体により提供される他の全ての種類のプラズマに当てはまり－その各々は、
望ましいイオン種、例えばヒ素イオン（Ａｓ＋）及びホウ素イオン（Ｂ＋）、並びに望ま
しくないイオン種（例えば正に帯電した水素イオン又は負に帯電したハロゲン化物イオン
）を生じる。結果として、いずれのプラズマも複数種の正に帯電したイオンか負又は正に
帯電した粒子の両方かのいずれかを－いくらかの比例した量の非イオン性の中性原子種と
共に、生成し得ることが分かる。源が引き出し電極に対して正にバイアスされるため、負
イオンは引き出されない。
【００２７】
異なるイオン源タイプの適否
　最適な電流（アンペア）値と特定のビーム質とを有する引き出されたイオンビームを得
るために、引き出されたビーム収量を構成するイオン種の密度を最適化すること、及び他
の望ましいビーム特性の有意味な範囲を提供することが必要である。リボン状イオンビー
ムにおいてこのような特性を達成するために、以下の操作及び技術が従来用いられてきた
。
【００２８】
１．電子衝撃イオン化の技術：
　中性原子又は分子種の電子衝撃イオン化は、プラズマ密度を増加させるための最も一般
的な技術である。原子種の周りを軌道を描いて回る電子と相互作用するのに十分近くを通
過するエネルギー電子は、エネルギーをその電子へ与え得る。最初に基底状態にある電子
を完全に引き離すのに必要なエネルギーは、イオン化エネルギー（又は、単位Ｖで表され
る場合、電位）として公知である。
【００２９】
　先行技術の図２は、原子種の荷電状態に対するイオン化電位の発生を示す。イオン化電
位は単に閾値量であり、イオン化効率は、付帯的な電子エネルギーでイオン化電位の最大
で約３倍に増加し、その後より高いエネルギー値で落下する。一次電子エネルギーが低い
と、作られる高い荷電状態のイオンの数が最小化し、逆もまた同様であり、従って、電圧
の思慮深い調節により、特定のイオン種のための最良の形成条件が最適化され得る。
【００３０】
２．異なるイオン源による正イオンの生成
　£当業者は、ある規模で、対象となる用途において使用可能なイオンビームを作ること
のできる異なるタイプのイオン源を検討しなければならない。要件は、５０ｅＶ～１００
ｋｅＶの範囲のエネルギーで、＞１ｍＡ／ｓｑ　ｃｍの特定のイオン種であることを思い
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出されたい。当業者は、従って、以下のとおり、イオン源のいくつかのカテゴリーのさら
なる検討を除くことができる：
（ｉ）重イオンの負イオン源－固体ターゲットを使用するスパッタ源であり、用途が必要
とする電流密度又は寸法を受け入れられない。
（ｉｉ）固体イオン化源－アルカリ金属のために非常に良好に機能することができるが、
半導体をドープするために今日使用されるイオン種のためには全く良好には働かない。
【００３１】
　£代わりに、当業者は、従って、もっぱら気体状イオン源に専念することができ、かつ
もっぱら気体状イオン源に専念し、利用可能な選択肢を狭めるようさらに行動する。従っ
て、さらなる検討に値するリストは以下のみを提示する。
〇冷カソードイオン源：これらはいくつかのぺニング源を含み、高いアーク電圧を必要と
し、非常に低いイオン電流のみ生じる。さらに、高い放電電圧は、イオンエネルギーの範
囲が広いことを意味し、これによりビームが高エミッタンスを有するようになり、その結
果それほど容易には輸送され得ずかつ再び集中させられ得ない。
〇デュオプラズマトロン型及び同様の源：これらは、小さいタイトなカナルであって、そ
の中で磁場が電子の流れを抑制する小さいタイトなカナルを必要とする。これらの源は電
流密度要件を満たし得るが、リボン状ビームのために使用され得ず、十分にスケールアッ
プしない。
〇マイクロ波源（ＥＣＲ源を含む）：これらは、特定の気体種の高信頼性の大電流を作る
ことができ、それらは、高い荷電状態のイオンの低い電流を作るのに適切である。しかし
、それらは、高い電子温度及び比較的ノイズが多いプラズマを作り、比較的高いビームエ
ミッタンスをもたらす。これらの源は、ビームエミッタンスがマイクロ波の波長を大きく
超えるためメータ長さへスケールアップされ得ず、これは均一なイオン化を妨げる。
【００３２】
　様々なタイプのＲＦイオン源：これらの源も同様の欠点を抱える。結果として、それら
はより低い電流のためにより良好に使用され、かつそれらは高いイオン及び電子エネルギ
ーを引き起こし、そのため高いビームエミッタンスを生じさせる。プラズマ物理学は、こ
れがそのようでなければならない明確な理由を与える－すなわち、これらの源は濃度の低
い、より高い温度のプラズマの生産に有利である。
【００３３】
　£結果として、除去のプロセスにより、当業者は、電子衝撃による気体又は蒸気のイオ
ン化に基づくイオン源を使用することに限定されることになり、ここで、電子は約４０～
１２０ｅＶの範囲のエネルギーを有する。電流密度要件を満たすために、当業者は、数ア
ンペアの電子の大電流を必要とし、この要求は、今度は熱電子放出により電子を生じさせ
るための熱カソードが求められることを意味する。従って、カソードは、特定の電圧で大
電流レベルに到達するためにプラズマ内に浸されなければならず、これは熱カソードアー
ク放電イオン源をもたらす。
【００３４】
　今日の当技術分野における先行技術の水準は、傍熱カソード（ＩＨＣ:Indirectly Heat
ed Cathode）が設置されたアセンブリを含む、バーナス源の変形形態を含み、及び限られ
た部門において、マルチカスプ型閉じ込め源の変形形態を含む。アノード層プラズマ加速
（Anode Layer Plasma Acceleration）源もまた利用可能であり、これは大きいリボン状
ビームにとっていくつかの有用な機能を有するが、単一エネルギーのイオンビームの生産
の必要性を欠く。
【００３５】
バーナス源及びそのタイプの変形形態
　バーナス源は望ましい種の大電流リボン状ビームを作ることができる－イオン源を出る
ビーム幅は商業的生産において通常は約１００ｍｍ以下であるが場合により最大で２００
ｍｍである。このバーナス源において、アークチャンバは中空のキャビティであり、断面
が約３５ｍｍ、長さが１００～２５０ｍｍであり、長さ方向の出口スロットがその前面に
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ある（先行技術の図１を参照）。このアークチャンバ内で、熱電子カソードが一端に位置
し、およそ同じ電位のアンチカソードが他の端部に位置する。およそ２００ガウスの均一
磁場がバーナスイオン源の端部から端部へ延びている。典型的には６０～１２０Ｖのアー
ク電圧がカソード電子エミッタとアノードとの間に印加される。
【００３６】
　£バーナス源におけるカソードにより放出される電子は、磁場により直径約１０ｍｍの
円筒形体積に閉じ込められ、端部でカソード電位により方向転換させられ、従って捕捉さ
れる。気体又は蒸気は、アークチャンバ内へ流れ込み、そこで一次電子がそれを非常に効
率的にイオン化し、およそ１ｅＶの電子温度を有すると測定された密集かつ安定したプラ
ズマを形成する。
【００３７】
　中央捕捉カラム内の数アンペアの高速電子は、空間電荷全体にほとんど寄与せず、低速
熱化電子の密度が遥かに大きいことが理解される。しかしながら、高速「一次」電子のみ
が新たなイオンを生成するのに十分なエネルギーを有する。電子エネルギーは、複数の種
が形成される場合、供給気体からの所与のイオン種の生産を最大化するよう調節可能であ
る。完全さのため、及びこのバーナスイオン源におけるプラズマ条件のより良好な一般的
な理解のため、当業者は、The Physics and Technolgy of Ion Sources, 2nd ed., Edite
d by Ian G. Brown, Wiley, 2004; R. Bernas and A. O. Nier, ReV Sci Instr19:895(19
47)、及びI. Chavet and R. Bernas, Nucl. Instr. dand Meth. 51:77(1967)を参照され
たい。
【００３８】
　£バーナスイオン源に関する情報のいくつかの他のポイントが注目に値する：プラズマ
は壁から数デバイ長以内に延在し、デバイ長は、典型的な条件下で１ｍｍをはるかに下回
るよう計算される。プラズマ内の電位変動は、約１／２ｋＴ／ｅであり、ここでＴは電子
温度であり、Ｋはボルツマン定数であり、この数量は１ｅＶで測定されている（引用され
るBrown文献を参照）。従って、プラズマ内の電位は非常に均一であり、プラズマは測定
から密度が非常に均一であることも分かっている。
【００３９】
　加えて、イオンは電子よりはるかに低温で、壁に向かってそれらの形成地点から外へ向
かって半径方向に弱く加速される。プラズマ内の加速電位は約０．５Ｖであり（Ito文献
参照）、プラズマと壁との間の加速は数ボルトである。プラズマは壁から１ｍｍ以内に延
在する。
【００４０】
　£高温カソードからの電子は、プラズマ内のアノード電位より数ボルト大きいエネルギ
ーへ速やかに加速され、磁力線上のタイトな渦巻軌道へ閉じ込められ、そのためそれらは
アークチャンバを上下に何度も振動させる。それらは気体原子との非弾性衝突を受け、平
均自由行程は典型的な条件下で１メートルを上回る。これらの衝突において、電子が気体
をイオン化する場合、それらは少なくともエネルギーにおけるイオン化電位、及びおそら
くはるかにそれ以上を損失する。従って電子は減速する。一旦約１０ｅＶまで減速すると
、他の自由電子との弾性クーロン散乱衝突の可能性が増し、この可能性は電子速度に反比
例し、そのためこれらの電子は、次第に強く相互作用し、速やかに熱平衡に至る。過剰な
電子が存在する傾向があり、そのため、より大きいエネルギー及び従ってより大きい軌道
半径を有する電子は、他の電子が衝突する前に、アノード電位で壁と衝突する傾向があり
、この機構はプラズマの温度を低下させるよう作用する。
【００４１】
　作り出されたイオンの数パーセントのみが、直接出口スロットへ、正しい方向にランダ
ムに動く。しかしながら、残りのイオンは壁に当たり、次いで再利用され、ほとんどがそ
の後の試行で最終的にスロットを出る。望ましいイオン種が不揮発性（例えばＢ＋）であ
る場合、ハロゲン化物気体の使用は、これは通常では無駄となる、壁からの材料をエッチ
ングし、従ってＢＦ３がホウ素イオンのための共通の供給気体である。
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【００４２】
　£バーナスイオン源は、非常に成功している設計であることが認められているが、これ
は容易にスケールアップされず、その理由は、バーナスイオン源がそのアークチャンバの
長さにわたる磁場を必要とするからである。アークチャンバ長さ寸法が長いほど、磁場を
生成するためにより多くのアンペア回数が必要となるが、副次的問題が進行を速やかに防
止する－磁場は中央でより弱くなり端部でより強くなるのである。従って、寸法が有効な
アーク長より約２００ｍｍ長い場合、大胆な対応策がこの効果に対向するために必要であ
り、今日において目下使用されているこのような対抗策は非常に限られた利益を生むこと
しかできない。
【００４３】
　結果として、当業者は、バーナスイオン源は１メートル以上の長さに合わせて調整され
得ないこと、及びバーナス源がそのようにスケールアップされ得たとしても、関連装置の
コストは長さ寸法の増大の３乗増加するだろうと結論付けるだろう。
【００４４】
多重極閉じ込め源
　¶プラズマの密度はイオン生産プロセスとイオン損失プロセスとの間のバランスにより
規定される－中性を維持するため、イオン電荷密度及び電子電荷密度は等しくなければな
らないという追加的な制約がある。イオン化のためにより有用なエネルギー電子は、高速
電子をプラズマへ戻すための策が講じられない限り、より低速のイオンよりも容易にチャ
ンバ壁へ損失される。最小イオン化エネルギー未満の低速電子が漏れることを可能にし、
従って電子－イオン再結合の可能性を低減させることもまた利点である。
【００４５】
　プラズマ体積を囲む強い多重極磁場は、これらの必要条件を満たす。エネルギー電子の
通路の長さの増加はイオン化の可能性を高める。冷（より低エネルギーの）電子は、はる
かにより高速の弾性クーロン散乱を互いから受け、及び従って、（通常はそれらを閉じ込
めるであろう）磁力線にわたるそれらの拡散速度は非常に速い。従って、冷電子は、それ
らが壁に到達し損失され得るまで多重極磁場にわたって拡散する。イオンイオン化効率の
向上は、よりオープンな源に役立ち、真空ポンプ必要条件を緩和し得る同じプラズマ密度
のための中立圧力の減少をもたらす。
【００４６】
　¶従ってここで簡潔に、多重極場が何であるのかを検討すること、及びその属性のいつ
くかを特定することが有用である。それらの最も単純な形態において、多くのタイプの磁
場は単一軸を中心として特定の回転対称を有し、円筒形高調波として分析され得る。
【００４７】
　最も基本的な用語において、これらは正確に定義されかつ以下のとおり説明され得る：
・二重極場は、逆の極性を有する磁極の対により作られる種類の磁場である。逆の極性の
磁極が準無限大平面である場合、生成された二重極磁場の全体は強さ及び方向の両方にお
いて均一である。
・四重極磁場は、軸の周りに直列に対称に配置された４つの磁極により集合的に作られる
種類の磁場である。直列に配置された４つの磁極は極性が交互であり、それらの最も純粋
な形態において、原点を通って平面の対に漸近する直双曲面の形状を有すると仮定される
（先行技術図３ａに示されるとおり）。
【００４８】
　この四重極場フォーマットにおいて、当業者が、原点を中心とする円の周りの生成され
た四重極磁場の大きさ及び方向をプロットすると、大きさは一定であることが分かるが－
場方向は円の周りを通ると一度回転する。また、四重極磁場の大きさは円の半径に正比例
する。
【００４９】
　・六重極磁場は、（二重極及び四重極場と）同様の方法で構成されるが、典型的には直
列の交互の極性の６つの別個の極を用い、双曲線は９０°の代わりに６０°傾いた平面に
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漸近する。典型的な六重極磁場は先行技術図３ｂに示される。
【００５０】
　六重極磁場の大きさは同様に円の周りで一定であるが、場の方向は円の周りを通ると二
度変化する。六重極場の大きさは中心からの距離の２乗に比例する。
【００５１】
　・より高次の多重極磁場が類推により必要とされる又は望ましいと考えられ得る。従っ
て、例えば、八重極磁場は典型的には直列の極性が交互の８つの別個の極を使用する。こ
れらの同様の例の各々において、より高次の磁場を生成するのに用いられる別個の極の総
数は、典型的には数学的に偶数の値である。
【００５２】
　¶しかしながら、磁場の１タイプを生成するのに一緒に使用される選択された数の多重
極は、複雑な方法で集合的に相互作用することに留意されかつ理解されたい。この理由の
ため、いくつかの異なる場の線形重ね合わせである多重極磁場がより単純な極形状により
生成され得る－ここで、極形状は基本的な多重極の定義に従わないが、いくらかの対称性
を維持する。極構成の保持された対称性は特定のタイプの多重極場が生成されることを可
能にし得、一方で先行技術図３ｃに示されるとおり他を抑制する。
【００５３】
　高いｎ次多重極場は、ｒ（ｎ／２－１）で半径方向に増加する場の強度により特徴づけ
られるため、高次多重極磁場の中央の空間的ゾーンにおける場は、利用可能な体積全体の
かなりの部分について、ゼロ値に極めて近づき、当該部分は用いられている極の実際の数
と共に増加することになる。多くのイオン源において、磁場を非常に低く維持することが
、電子を戻すことが意図されるエッジの近くを除いて、望ましいと考えられる。
【００５４】
マルチカスプ磁場配置
　磁場を生成するために使用された別個の極の数は、望ましい又は必要な場合増加され得
、このような極は一般に円筒形回転対称を有する必要はない。軸方向及び方位角方向にお
ける交互の場成分は、極の「チェッカーボード」配列と特徴付けられるアプローチを構成
し、この配置は「マルチカスプ」プラズマ閉じ込めデバイスにおいて使用される。
【００５５】
　￥永久磁石多重極閉じ込めに基づくイオン源は、１９７５年頃から公知であり開発され
ている［例えばK. N. Leung et. al., Characteristics of a Multidipole Ion Source, 
ReV. Sci. Inst., 49:321(1978)、及びK. N. Leung, Multicusp Ion Sources, Proc. 5th
. Int. Conf. Ion Sources, Beijing, 1983, ReV. Sci. Inst., 65:1165(1984)参照］。
これらの「マルチカスプ」源の主な利点はそれらの低い作動圧力、安定したプラズマ、及
び、多重極場構成における間隙が多すぎない限り、それらがほとんどいずれの寸法でも作
られ得るという能力である。
【００５６】
　この種の場配置は、複数の位置で磁気カスプが壁を横切るため、「マルチカスプ」と名
付けられる。これは磁場が非常に高いポイント、通常はシステムにおいて最も高いポイン
トであり、同時に磁束線はほぼ垂直入射で壁を横切る。カスプにおいて、壁に向かってち
ょうど直線に沿って移動する電子は偏向無しに壁に到達し得るが、電子が非常に小さい角
度だけこの通路から逸れると、これは「磁気ミラー効果」によりチャンバ内に戻される－
磁気ミラー効果により最初に壁に向かって向けられる運動エネルギーは渦巻軌道が力線の
周りできつくなると直交方向に方向を変えられる。そのとき、このエネルギーは、軌道が
「跳ねない(unspring)」と壁から離れるように方向を変えられる。
【００５７】
　￥「モノカスプ（monocusp）」として知られるカスプ源の円柱状に対称のバージョンが
ある－これはこのような配置の最も単純なものであると考えられる［上で引用されたBrow
n文献で検討される、Brainard and O’Hagan参照］。
【００５８】
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　マルチカスプ閉じ込めは、プラズマ閉じ込めが全くないよりもはるかに良いが、不完全
である。これは高速電子を壁へ漏らす。ほとんどのマルチカスプ源におけるプラズマの密
度は、バーナスイオン源のプラズマの密度の約１％である。
【００５９】
アノード層プラズマ加速イオン源
　Φイオン源の他の１タイプについては議論を要するが、その理由はそれが最初は要件に
十分合致するように見える特定の特徴を有するからである：アノード層プラズマ加速（「
ＡＬＰＡ」）源［例えば、V. V. Zhurin, H. R. Kaufman, and R. R. Robinson, Plasma 
Sources Science and Technology 8, R1(1999)参照］。
【００６０】
　このＡＬＰＡ源において、電子はチャネルにおける「レーストラック」と呼ばれる互い
に直交する電場及び磁場により捕捉されるが、その理由は平行な側部を有する長尺状楕円
形の形態を取り得るからである。レーストラックは、２つの側部で強磁性カソード電極に
より境界を定められる円形、楕円形又は他の閉曲線チャネルと、このチャネルの後ろに置
かれた非磁性アノードとを含む。典型的にはチャネルは壁間で幅が約３ｍｍであり、チャ
ネルの周りを通る「レーストラック」は長さが０．２～３メートルである。
【００６１】
　ＡＬＰＡ源におけるアノードはチャネルから約５ｍｍ後ろにあることが多く、アノード
はチャネルを通って開放空間へ面する法線曲面を呈する。カソードチャネル壁はアノード
から離れるよう約５ｍｍ～１０ｍｍ延在し、その後真空内へ開口する。
【００６２】
　ΦＡＬＰＡ源において、磁場が２つの強磁性カソード電極間の永久又は電磁手段により
確立され、この磁場の一部がアノードに向かって延在し、いくつかの力線がアノードなど
にその表面に平行に接する。アノードがカソードに対して正に５００Ｖ程度バイアスされ
る場合、そのように形成された電場は大部分磁場に直交する。
【００６３】
　Φこの配置は安定したプラズマを形成するよう導電性であり、以下の事象が起こる：
（ａ）何らかの理由でカソード表面から放出される電子は、最初にアノードに向かって加
速されるが、磁力線を渦巻き状にするようにされ、サイクロイド形状の長い複雑な通路を
有する。これらのサイクロイドは、レーストラックチャネルの周りでドリフト速度であっ
てその大きさがＥ／Ｂにより与えられるドリフト速度を有し、ここでＥが電場であり、Ｂ
が磁場である。軌道は、散乱されない場合、非常に長い通路長さを有するだろう。
（ｂ）チャネルに導入される気体は、チャネル内で軌道を周回する任意の電子との衝突に
よりイオン化され、そのようにして形成された正イオンはチャネルの開放面に向かって弱
く加速される。同時に、そのようにして形成された電子はアノードに向かってさらに加速
され、イオン化する電子の母集団に加わる。形成された正イオンの小さい割合がカソード
へ衝突し得、大部分は、それらがイオン化される位置の電位に依存するエネルギーにより
、源の前の空いた空間内へ漏れ得る。カソードに衝突するものはさらに多くの自由電子を
遊離させる。
（ｃ）これらの手段により、安定したプラズマが確立される。横磁場及び印加された電圧
により、電場がプラズマ内に存在し、－イオンをアノードから離れてチャネルから出すよ
う加速し、アノードに向かって電子を加速するようとする。電子の動きは磁場により偏向
されるため、かなりの電場が存在することができ、プラズマは磁場に垂直であるこの方向
での伝導が非常に乏しい。
（ｄ）環状のリボン状イオンビームがスロットから外へ加速される。環状の引き出し電極
（先行技術図１に示される電位の配置を有する）を加えることにより、環状のビームはよ
り高いエネルギーへ加速され得る。
【００６４】
　Φ従ってＡＬＰＡ源において、捕捉される電子の通路は原則として、このチャネル内で
巻き付けられている無限に長いサイクロイドであり得る。これらの電子はチャネル内に供
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給される気体をイオン化し、非常に大電流（何アンペアも）の正イオンを作り出し、これ
は電場によりチャネルから押し出される。このＡＬＰＡ源は１又は２メートルの長さに容
易に伸長されることができ、三極管引き出し電極の追加及び丸い形の端部を無視すると、
各々本発明者らの要件を満たす２つの平行なリボン状イオンビームの源として見られ得る
。
【００６５】
　しかしながら測定によると、この源のプラズマ内の電位勾配は１００Ｖを超えて広がり
、イオンに非常に大きいエネルギーの広がりを与え、大電流ビームの質量分析をするとい
う目標を極めて困難にすることが分かる。それにも関わらず、この源のプラズマの特定の
機能は、本発明の設計における案内として使用されている。
【００６６】
当該技術分野における年代順の主な進歩
　大電流のリボン状ビームの生成のための信頼性のあるイオン源は、最初にマンハッタン
計画の一部としてカルトロン同位元素分離装置において開発された（１９４０～１９４５
年）。これらの源は、移動するリボン状ビームの主要な横寸法の方向に延びる強い磁場内
に浸され、生成された磁場はまたビーム内のイオン種を個別に分析し分離するのに使用さ
れる。
【００６７】
フリーマン及びバーナスイオン源：
　§より小さく個々に生成される磁場を使用するフリーマン及びバーナスイオン源のその
後の開発により、より効率的なイオン源が、単独でかつ下流に位置づけされた分析磁石か
ら独立して、使用されることが可能となった。
【００６８】
　フリーマンタイプのイオン源はNucl. Instr. and Meth 22:306(1963)に完全に開示され
ており、これはフリーマン構造的配置を、カソードフィラメントを通じて、印加された磁
場に平行にアークチャンバの中央に流れる加熱電流を提供するための大電流電源として明
らかにする。個別のアーク電源は、最大で約１２０ボルト電圧をカソードフィラメントと
アークチャンバとの間に印加する－ここでアークチャンバ壁がアノードとして機能する。
高温カソードフィラメントは次いで、電子であって、磁場により捕捉され、正に帯電した
イオン種のプラズマをアークチャンバの閉じ込めの中に作り出すためにアークチャンバキ
ャビティ容積内で気体を通じて加速される電子を放出する。
【００６９】
　§バーナスイオン源は、Nucl. Instr. and Meth. 51, 77(1967)において詳細に開示さ
れ、先行技術図１に示される。米国特許第５，２６２，６５２号及び同第５，４９７，０
０６号に記載のとおり修正されると、バーナスイオン源は、カソードフィラメントを通じ
て加熱電流を提供するのに十分な別個の電源を有する直熱又は傍熱カソードのいずれかを
有することができるが、常にカソードフィラメントとアノード又はアークチャンバ壁との
間に望ましいアーク電位を提供するために個別のアーク電源を含有する。
【００７０】
傍熱カソード（ＩＨＣ:Indirectly Heated Cathode）イオン源：
　Δ主に、傍熱カソード（ＩＨＣ）イオン源はイオン注入器におけるイオン源の寿命を向
上させるために開発されかつ洗練されてきた。このような改良されたＩＨＣイオン源の構
造の種類及び操作上の特徴の詳細な説明は、それぞれお米国特許第７，１３８，７６８号
、６，７７７，６８６、同第６，３４８，７６４号、同第６，２５９，２１０号、同第５
，７６３，８９０号、同第５，７０３，３７２号、同第５，４９７，００６号、同第４，
７１４，８３４号、同第３，９２４，１３４号、及び同第３，２３８，４１４号（その個
々のテキストは本明細書において参照により明確に組み込まれる）により提供される。
【００７１】
　Δ傍熱カソードは、近傍の直熱熱電子フィラメントからの電子衝撃により加熱される比
較的大規模なカソード構造を含み、従って電子を熱電子放出する。電子衝撃に使用される
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フィラメントはアークチャンバキャビティ容積内で生成されたプラズマから物理的に絶縁
され、従って使用の比較的長い寿命を有する。傍熱カソードはアークチャンバの腐食性環
境に曝露されるが、その大規模な構造が長期間にわたる有用な動作を保証する。
【００７２】
　いくつかの属性が当業者にとって特に注目に値する：傍熱カソード（ＩＨＣ）イオン源
内のフィラメントはその周囲から電気的に絶縁されなければならず、それは６００Ｖの可
変の負バイアス電源へ電気的に接続されなければならない。このフィラメントを取り囲む
傍熱カソードはフィラメントを離れる加速された電子により及び放射熱により加熱される
。これは、（カソードが電子を放出するのを止め得る）冷却を阻止するために、その環境
周囲から熱的に絶縁されなければならない。
【００７３】
　従って、傍熱カソード設計はディスクのように見えることの多いカソードフォーマット
を用い、その外周でカソード厚さとほぼ同じ直径の薄い壁の管により支持される。支持管
はその断面積を減少させるために薄い壁を有し、それにより高温カソードから離れる熱の
伝導を減少させる。薄い壁の管は絶縁の破れとして機能するために典型的にはその長さに
沿って切欠きを有し、高温カソードから離れる熱の伝導をさらに減少させる。
【００７４】
　カソードを支持するために使用される薄い壁の管はいずれの電子も放出すべきではない
が、それは大きい表面積を有し、その多くが高温に保たれる。管のこの大きい表面積は放
射により熱を失い、これはまた高温カソードが熱を失う主な方法である。管の大きい直径
及び表面積は従ってカソードをクランプしカソードに接続するのに使用される構造の寸法
及び複雑さを増大させる。ある従来より公知のカソード支持体は、３つの部品を含み、組
み立てるためのねじが必要である。
【００７５】
　Δ傍熱カソード（ＩＨＣ）イオン源の開発により、カソードの有用寿命がタングステン
フィラメントの有用寿命よりも長くなり、その理由は単純に、腐食により作動上の問題が
起こるまでの時間を長くするために、カソードが大規模に作られ得るからである。長い間
使用するために、カソード電極設計は、過大な電力の必要性を回避するために曝露された
電極表面を最初化しつつ、厚さを最大化する。
【００７６】
　加えて、多くの異なるイオン種が傍熱カソード（ＩＨＣ）イオン源によりハロゲン化物
気体及び蒸気を使用して作られ、プラズマにおける高温でのハロゲン反応によるカソード
／アノード電極間の荷電イオン材料の輸送は、特定のイオン種の効率的な生産に付随する
不可避な事象であり、必要悪である。このような事象及び材料の輸送は作動的上の使用可
能期間の真の決定要因であることが多い。
【００７７】
　Δ全てのこれらの従来から今日まで知られかつ使用されている大電流イオン源（及びＡ
ＬＰＡ源を除く、その特定の他の比較的重要でない変形形態）は、構造的に画定されたア
ーク放電チャンバの線形長さ寸法に沿って磁場を印加し、印加された磁場はアークチャン
バの中心軸の周りの渦巻き通路に移動する電子を閉じ込める。電子は、そのときシステム
のアノード電極正表面を構成しかつそれを物理的に形成するアークチャンバの側壁に対し
て典型的には約－４０Ｖ～－１２０Ｖの負電圧でバイアスされた加熱された熱電子カソー
ド電極表面から、通常は、アークチャンバ構造の１つの別個の端部で（しかしながらとり
わけ例外が存在する）この中央軸上の磁場へ導入される。
【００７８】
リボン形イオンビーム源の従来の使用及び応用
　イオン注入器のためのイオン注入システムは、平面パネル型ディスプレイの製造におい
てと共に集積回路製造において半導体を不純物でドープするために幅広く使用される。こ
のようなシステムにおいて、イオン源は望ましいドーパント要素をイオン化し、これは望
ましいエネルギーのイオンビームの形で源から引き出される。イオンビームは次いで分解
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スリットを通じて望ましいイオンのみに焦点を合わせる大きい偏向磁石にそれ通すことに
より純化され、次いで半導体ウェーハなどの工作物の表面で工作物にドーパント要素を注
入するよう向きを付けられる。
【００７９】
　ビームのイオンは工作物の表面を貫通して、結晶ダメージを回復するための熱アニール
の後で、例えばウェーハにおけるトランジスタデバイスの作製におけるように、望ましい
伝導性を有する領域を形成する。多くの追加的な新たなかつ関連するイオン注入の使用が
開発されてきた。注入プロセスは典型的には、残りの気体分子との衝突によるイオンビー
ムの散乱を防止し、工作物の浮遊粒子による汚染のリスクを最小化する高真空プロセスチ
ャンバにおいて実施される。
【００８０】
　典型的なイオン注入器は、イオンビームを生成するためのイオン源と、イオンビームを
質量分解するための質量分析磁石を含むことの多いビーム経路と、移動するビームにより
イオンが注入される標的の半導体ウェーハ（又は他の基体）を包含する真空チャンバとを
含む。そのようなアセンブリ及びシステムのいくつかの代表的な先行技術例は、それぞれ
米国特許第４，８６２，０３２号、同第５，４９７，００６号、同第５，５５８，７１８
号、同第６，６６４，５４７号、同第６，６８６，５９５号、同第６，７４４，２１４号
、同第６，８１５，６６６号、同第６，９５８，４８１号、同第７，８３８，８５０号、
同第７，８６３，５８２号、同第８，０７１，９５８号、同第８，３３０，１１８号、及
び同第８，３６８，３０９号により説明されるものであり－これらの説明文は各々本明細
書において参照により明確に組み込まれる。
【００８１】
　一般的な代替的先行技術配置は、平面パネル型ディスプレイ注入器により例示され、例
えば米国特許第６，１６０，２６２号、同第８，４５５，８３７号を参照されたい。加え
て、高エネルギー注入システムのために、加速装置が、イオンを高エネルギーへ加速する
ために、質量分析磁石と標的のチャンバとの間に設けられてもよい。
【００８２】
　加速システムの無いイオン源のさらなる使用は、高電圧の発生、帯電損傷、及び大電流
イオンビームが輸送され、絶縁又は部分的絶縁ターゲットに衝突する際の関連する問題を
抑えるための低温プラズマ源としてである。これは商業用イオン注入器で起こる。
【００８３】
今日の当業者の観点
　£関連する技術分野における前述の展開形態の全てにも関わらず、従来から知られるイ
オン源は、それらが依存する軸方向磁場の寸法制限のために、及びその直接の結果として
、線寸法の長さで約１５０ｍｍより有意に大きい（ビームの初期軸方向長さはその後間接
的に拡張され得るが）大電流密度のリボン状イオンビームを直接作るのには明らかに不適
切である。
【００８４】
　£本技術分野において十分に確立され長い間認識されているとおり：アークチャンバの
線形長さ寸法が長いほど、長軸方向磁場を励起に必要となるアンペア回数の数は増加する
。さらに、このような長い軸方向磁場は、多くの他の深刻な欠点を有する。すなわち、そ
の長さ寸法が増大するにつれて、その他の（幅及び深さ）寸法の各々においても磁場をよ
り大きく伸長させること無しに、磁場の均一に保つのがより次第により難しくなる。この
種の３次元に拡張される磁場寸法は、引き出されたイオンビーム全体の寄生的偏向の増大
を招くため、最も望ましくなく、移動するイオンビームの長さ寸法に沿った偏向を均一に
保つのが次第にこれまで以上に困難になる。
【００８５】
　£従って、今日まで通常に存在する全ての技術革新及び設計の向上にも関わらず、改良
されたイオン源に対するかなりのかつ差し迫った必要性が残っていることが認識され理解
される。特に、４５０ｍｍシリコンウェーハ注入、平面パネル型ディスプレイ注入、及び



(16) JP 6469682 B2 2019.2.13

10

20

30

40

50

太陽電池注入－並びに他の材料改質用途－の分野は、幅４５０ｍｍ以上の幅の大電流均一
リボン状イオンビームを作るために長さが伸長され得かつ１ｍ、２ｍ以上程度に大きくな
るようさらに長さが伸長され得るイオン源から大きな恩恵を受ける。革新のこの質及び種
類は、主に、引き出しスロットの長さ方向に平行な磁場の従来的な使用から離れるという
ことと併せて、概念における根本的な変化を求める。
【００８６】
　£同時に、従来のＷｈｉｔｅ及びＩＨＣイオン源の特定の他の特徴及び機能と同様に、
傍熱カソードの利益を保持することが望ましい。これらは、ＢＦ３気体からＢ＋イオンの
大電流を生成するために、２０ｍＡ／ｓｑ．ｃｍ超の大電流密度で作動するために、及び
他の種をハロゲン化物気体及び気体状蒸気から得るために高い効率で作動するために、高
温度に耐える能力を含む。さらに高温カソードイオン源は、ＲＦ励起イオン源より低いプ
ラズマ温度を生じさせる傾向があり、この事象は低エミッタンスのイオンビームを作るの
に有益である－すなわち所与のアパーチャ寸法について最小限の横の運動量。ビームのイ
オンが可能な限り低い磁場において生成されること、及び磁場がイオンビームの幅寸法に
かなりの成分は有しないことがさらに望ましい。
【００８７】
　£結果として、移動するリボン状イオンビームであってその厚さ寸法の少なくとも５０
倍の幅寸法を有する移動するリボン状イオンビームを作るための改良されたイオン源アセ
ンブリを開発することができた場合、この達成は先行技術のアセンブリの驚くべきかつ予
期せぬ改良として見られる。従って、引き出されたリボン状イオンビームがその厚さ寸法
より数百倍大きい幅寸法を有する場合－幅及び厚さ寸法はイオンビーム移動方向に垂直に
測定される－リボン状ビーム幅のこの顕著な増加は、当該技術分野において主要な改良及
び予測不可能な進歩として認識されるだろう。
【発明の概要】
【００８８】
　本発明は、その意図された範囲及び構造的に変化する範囲のため、いくつかの異なる方
法で概略的に定義され得る。従って、簡潔さを目的として、ジェプソン形式のだけがここ
に提供される。
【００８９】
　リボン状イオンビームであって、その厚さ寸法より少なくとも１０倍大きい測定可能な
幅寸法を有するリボン状イオンビームを作ることができるイオンビーム源であって、作ら
れたビームの幅及び厚さ寸法がビームのＺ軸移動方向に垂直であり、イオンビーム源が、
（ｉ）イオンビームが出るための少なくとも１つの出口アパーチャを提供する別個の固体
前壁と、別個の固体後壁と、少なくとも２つの横に位置づけられかつ反対側に位置する固
体の隣接する側壁と、２つの別個の固体のかつ反対側に置かれた連続する端部壁と、決定
可能な容積及び構成の内部キャビティとを含む閉鎖アーク放電チャンバであって、
アーク放電チャンバが、Ｙ軸に沿って延在する所定の幅寸法と、Ｚ軸に沿って延在する設
定された前部と後部との間の寸法と、任意に選ばれる固定した長さ寸法であってＸ軸に沿
って延在し、その測定可能なサイズにおいて約８０ｍｍ～約３，０００ｍｍで可変である
任意に選ばれる固定した長さ寸法とを提供する、閉鎖アーク放電チャンバと、
（ｉｉ）アーク放電チャンバの内部キャビティ容積内に配置された少なくとも１つの熱電
子カソードであって、各カソード端子は要求に応じて移動する一次電子の流れを放出する
ことができる、少なくとも１つの熱電子カソードと、
（ｉｉｉ）気体状物質をアーク放電チャンバの内部キャビティ容積内へ導入するための制
御されたオリフィスと、
（ｉｖ）アーク放電チャンバの前壁における出口アパーチャの外側に位置する少なくとも
１つの引き出し電極と、
（ｖ）正端子と負端子の両方を有する離れて位置づけられる電源と
を含むイオンビーム源において、本質的な構造上の改良が、
少なくとも１つの認識可能な四重極磁場を要求に応じてアーク放電チャンバの内部キャビ
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ティ容積内に生成及び設置できる作動的一次電子捕捉アセンブリであって、
設置された四重極磁場一次電子捕捉アセンブリが、
（α）カソード端子により放出された移動する一次電子のための移動路の、アーク放電チ
ャンバの２つの隣接する側壁及び後壁の近くのキャビティ容積の内部周辺領域及び周縁エ
ッジから離れる方向における方向転換と、
（β）一次電子のための移動運動の、アーク放電チャンバの閉じ込められたキャビティ容
積の概ね中央にそのとき存在する中央の空間的ゾーンに向かっての方向転換と、
（δ）方向転換された一次電子の、アーク放電チャンバの長さ寸法距離にわたる閉じ込め
られたキャビティ空間の概ね中央での均一な分布と
を引き起こし、
一次電子捕捉アセンブリが、組み合わされた電場及び磁場であって、そのうちかなりの成
分がＸ軸方向に向けられることはない組み合わされた電場及び磁場を使用し、
一次電子捕捉アセンブリが、
（ａ）アークチャンバの１つの横に位置づけられた隣接する側壁の内側面表面上に配置さ
れ、隣接する側壁の長さ寸法にわたってＸ軸方向にアーク放電チャンバのキャビティ容積
内で延在する少なくとも１つの識別可能なロッド形アノードであって、ロッド形アノード
が、磁束線が各配置されたロッド形アノード上かつその周りでカーブするように、キャビ
ティ容積内で高強度の設置された四重極磁場内で浸されかつそれにより囲まれ、カーブし
た磁束線が、キャビティ容積内を移動する一次電子が各配置されたロッド形アノードに到
達するのをブロックするのに有効である、少なくとも１つの識別可能なロッド形アノード
と
（ｂ）予め設定された距離で、アーク放電チャンバの少なくとも３つの別個の３つの壁の
外部面及び外辺部に近接しかつそれを囲んで存在する磁場生成ヨークサブアセンブリであ
って、磁場生成ヨークサブアセンブリが、開放ヨークフレームワークであってその上に極
性が交互の少なくとも３つの別個の磁極構成体がＸ軸の周りに方位角的に配置されて存在
しアーク放電チャンバの長さ寸法にわたって延在する開放ヨークフレームワークを含み、
極性が交互の複数の極構成体は、認識可能な四重極磁場をアーク放電チャンバの内部キャ
ビティ容積の寸法のある閉じ込め内に集合的に生成及び設置し、
設置された四重極磁場の場の強度が、アークチャンバの２つの反対側に位置する隣接する
側壁及び後壁の内部面表面でよりも前壁の内部面表面に沿っての方が弱いが、ゼロ値では
なく
四重極磁場の強度が、キャビティ正中線の前方にＸ軸と整列した中央平面に沿って存在し
、アークチャンバの前壁における出口アパーチャ上に内側に存在する空間的位置の線に沿
って実効値がゼロになる、磁場生成ヨークサブアセンブリと、
（ｃ）カソードにより放出される一次電子が、Ｘ軸と整列した中央平面に沿って、アーク
チャンバの前壁における出口アパーチャに近接して内側に延在するキャビティ容積正中線
にそのとき概ね存在する実効磁場強度ゼロのヌル値軸を囲むように、アーク放電チャンバ
の端部壁の内部面表面の近くに空間的に位置する熱電子カソードと、
（ｄ）空間的に位置する熱電子カソードと、位置するカソードの電位がアーク放電チャン
バの電位に対して小さい正の値を有するようにさせるアークチャンバとの間の電気接続と
を含む作動的一次電子捕捉アセンブリであるイオンビーム源。
【００９０】
　上で定義されたとおり、著しく改良されたイオン源の一次電子捕捉アセンブリは、以下
の事象の全てが原位置で起こるように明らかに作動的かつ驚くほど有効である：
（α）カソードから放出される移動する一次電子は、アノードロッドに向かって及び／又
はアークチャンバ内の電子衝撃イオン化により形成されたプラズマの正電位に向かって加
速され、
（β）カソードから放出される移動する一次電子は、配置されたロッド形アノードを除く
アークチャンバのいずれかのコンポーネント部分又は壁に到達するには不十分な運動エネ
ルギーを有し、
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（γ）カソードから放出される移動する一次電子は、保護用四重極磁場により、アノード
ロッドのゼロ値磁気強度力線からの距離より何倍も小さい旋回半径を有する配置されたア
ノードロッドから離れるように実質的に偏向され、配置されたアノードロッドに到達する
こともそれを横切ることもできないサイクロイド及び振動通路内へ方向転換され、
（δ）カソードから放出される一次電子は、交差した電場及び磁場の領域における速度［
Ｅ／Ｂとして測定される］を有する正の又は負のＸ軸方向の動きを与えられ、
（ε）カソードから放出される移動する一次電子は、当接する端部壁の静電位がカソード
の電位に対して負の値に設定されるため、アークチャンバの内部側壁又は端部壁のいずれ
の部分にも到達することを防止され、
（φ）カソードから放出される移動する一次電子は、内部キャビティ空間の中央十字型の
ゾーン内に捕捉されるようになり、中央にＸ軸に沿ってキャビティ容積の長さ寸法にわた
って静電気及び磁気閉じ込めの組合せにより均一に分配される。
【００９１】
　本発明は、添付の図面と併せて、より良く認められかつより容易に理解され得る。
【図面の簡単な説明】
【００９２】
【図１】先行技術の図であり、大電流正ビームを作るための、最低でも３つの電極を用い
る従来から知られるイオンビーム源の概略図である。
【図２】先行技術の図であり、異なる原子種のイオン化電位を示すグラフであり原子種の
荷電状態に対するイオン化電位の発生を示す。
【図３ａ】先行技術の図であり、四重極磁場の概略図である。
【図３ｂ】先行技術の図であり、六重極磁場の概略図である。
【図３ｃ】先行技術の図であり、異なる多重極磁場構成が重ね合され得る方法の概略図で
ある。
【図４】改良された源アセンブリの第１機能実施形態の断面図である。
【図５ａ】図４の第１機能実施形態におけるアーク放電チャンバの斜視断面図である。
【図５ｂ】図４の第１機能実施形態における磁場生成ヨークサブアセンブリの俯瞰斜視図
である。
【図６】図４の第１機能実施形態における、アーク放電チャンバ及び介在仕切り用バリア
と磁場生成ヨークサブアセンブリとからなる一次電子捕捉アセンブリの構造的配置並びに
それらの整列された相互取付け具（ｆｉｔｔｉｎｇ）を示す分解断面図である。
【図７ａ】改良されたイオン源の第２の好ましい実施形態の部分的分解断面図である。
【図７ｂ】図７ａの第２の好ましい実施形態の部分的に分解された斜視図を示す。
【図８ａ】引き出し電極の適切な位置づけを示す第２の好ましい実施形態の斜視図である
。
【図８ｂ】図８ａの引き出し電極の詳細な取付けを示す第２の好ましい実施形態の断面図
である。
【図９】イオン源の第３の代替的実施形態の部分分解断面図である。
【図１０】図４により示される第１機能実施形態におけるアーク放電チャンバの断面図に
重ね合される磁束線を示す。
【図１１】図４により示される第１機能実施形態におけるアーク放電チャンバの断面上に
重ね合された、磁場強度の等高線、及び磁場がゼロ値になるヌルポイントを示す。
【図１２】図４により示される第１機能実施形態におけるアーク放電チャンバの断面上に
重ね合された、熱電子カソードからの一次電子が組み合わされた磁場により捕捉される、
アーク放電チャンバのキャビティ容積内の空間的ゾーンの一部を示す。
【図１３ａ】Ｘ軸に平行な磁場が存在しない作動的システムとしての分析用磁石と組み合
わされた本発明の改良されたイオンビーム源の使用を示す。
【図１３ｂ】Ｘ軸に平行な磁場が存在しない作動的システムとしての分析用磁石と組み合
わされた本発明の改良されたイオンビーム源の使用を示す。
【発明を実施するための形態】
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【００９３】
Ｉ．本発明の範囲
本発明全体
　¶本発明はイオン源アセンブリの主要かつ実質的な改良形態であり、リボン状イオンビ
ームであってその厚さ寸法より少なくとも１０倍大きい［しばしば３０倍を超える］任意
に選ばれる幅寸法を有するリボン状イオンビームを作ることができ、ビームの幅及び厚さ
寸法はイオンビームの移動方向に垂直（直角）である。
【００９４】
　¶改良されたイオン源は２つ以上の別個のコンポーネント部分を含む：
（１）限られた幅及び奥行寸法を有し、サイズが、８０ミリメートルほどに小さくなり得
、及び代替的に、３，０００ミリメートルを超え得る任意に選ばれる所定の長さ寸法を同
時に有する閉鎖、固体壁、角柱形アーク放電チャンバと、
（２）アーク放電チャンバ壁の測定可能な寸法内に存在する閉じ込められたキャビティ容
積内に認識可能な四重極磁場を内部的に提供することができる、少なくとも１つの近接し
て位置する磁場生成ヨークサブアセンブリを含む一次電子捕捉アセンブリ。
【００９５】
　¶改良されたイオン源は任意選択的に追加的な構造的機能を含む：
（３）磁場生成ヨークサブアセンブリを、アーク放電チャンバ周りの周囲の近接する位置
から固定距離で及びその位置において、方向づける、整列させる、及び分離する機能を果
たし、磁気コンポーネントを冷却してそれらを熱及び高温から保護する、介在する冷却さ
れた仕切り用バリア、及び
（４）三極管又は四極管ビーム引き出し電極システムであって、各電極が２つの個別の部
片を含み、ビームの各側部に１つずつあり、適切な電源へ電気的に接続され、熱放射及び
偶然の電極へのビーム衝突により引き起こされる熱膨張の影響にもかかわらずビームの全
幅に沿って、異なる電極のＹ軸及びＺ軸方向における互いからの間隔の取り方の厳密な制
御を維持するために、磁気ヨークサブアセンブリへ又は冷却された仕切り用バリアへ絶縁
体を使用して取り付けられる、三極又は四極ビーム引き出し電極システム。
【００９６】
　¶閉鎖アーク放電チャンバは、従来より耐火性材料製の長尺状、角柱形の、固体壁ハウ
ジングであり、決まった構成かつ決定可能な寸法の閉じ込められたキャビティ容積を有し
、チャンバの閉じ込められたキャビティ空間内の壁に個々に置かれた少なくとも１つの別
個のロッド形アノード電極と少なくとも１つの別個のカソード電極とを含み、１つ又は複
数の制御された搬送ポートであってそれを通じて気体状物質がチャンバの閉じ込められた
キャビティ空間へ導入され得る１つ又は複数の制御された搬送ポートを提供し、少なくと
も１つの開放出口アパーチャをアークチャンバの前部に提供し、それを通じてイオンが引
き出されて移動するリボン状ビームを形成し得る。
【００９７】
　¶角柱形のアーク放電チャンバの内部キャビティ空間内には以下のものがある：
（ａ）一端壁表面上又はその近くに配置され、アーク放電チャンバの電位に又はそれに対
して僅かに正にセットされた少なくとも１つの熱電子カソード（典型的には直径１０ｍｍ
のタングステンワイヤのループ又はタングステンの板で、２００００℃超に加熱されてい
る）、及び
（ｂ）横に位置づけられた隣接する側壁の内部面表面の近くに個々に配置され、アークチ
ャンバの任意に選ばれる長さ寸法全体にわたって延在する少なくとも１つのロッド形アノ
ード、及びより望ましくは２つの長尺状アノードロッド。ロッド形アノードは、４０Ｖ～
１２０Ｖの認識された電源の正端子へ接続され、カソードは同じ電源の負端子へ接続され
、アークチャンバはカソードに対して約０～５Ｖだけ正となるよう抵抗接続により接続さ
れ得る。
【００９８】
　¶一次電子捕捉アセンブリの近接して位置する磁場生成ヨークサブアセンブリがしばし
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ば周囲の空気環境に位置する一方で、角柱形アーク放電チャンバは真空環境内に存在しな
ければならないため、２つのコンポーネントは作動的に方向付けられ、正しく整列され、
別々の近接する位置内に適切に保持されなければならない。
【００９９】
　この目的を達成するため、非磁性仕切り用バリアが２つのコンポーネント間に介在仕切
りとして明白に置かれる。この仕切り用バリアは、介在保護手段（intervening rampart
）及び防護隔壁（dividing bulwark）であってそれにより磁場生成ヨークサブアセンブリ
に近接して決まった空間的距離で適切に方向づけかつ整列させる介在保護手段及び防護隔
壁として用いられ、－付随して真空環境の周囲の空気環境からの物理的分離が維持される
。
【０１００】
　このような環境分離例において、介在仕切り用バリアはまた、アーク放電チャンバから
のかなりの輻射熱にもかかわらず室温又は室温付近にそれを維持するために内部冷却剤通
路を提供することが最も望ましく、仕切り用バリアが、アークチャンバ構造の外部面を、
その後壁及びその反対側に位置する隣接する側壁のうちの少なくとも２つを覆って、囲む
ように対応して成形されるのが好ましい。
【０１０１】
　¶一次電子捕捉アセンブリの別個の磁場生成ヨークサブアセンブリは、従って様々な異
なる構成フォーマットで現れ得る別個の作動可能品及び有形の構造である：
・第１作動的フォーマットは多重極配列であって、開放Ｕ字型のヨークフレームワーク上
に個々に直列に配置された、極性が交互の少なくとも３つの別個の強磁性極構成体を含む
多重極配列である。多重極配列内の３つの強磁性極は全て物理的に分離され、互いから離
れて存在し、各々ヨークフレームの内部面の１つにある。
【０１０２】
　この多重極配列及びヨークフレームワークはヨークサブアセンブリを構成し、ヨークサ
ブアセンブリは次いで、アーク放電チャンバの隣接する側壁及び後壁の外部面から設定さ
れた距離だけ離れて位置づけられ、かつそれらの周りにそれらの上に近接して置かれるよ
うになり、次いでその磁化方向がアーク放電チャンバの長さ寸法に直交した（又は直角、
又は垂直の）状態で置かれる。磁場生成ヨークサブアセンブリのこのフォーマットにおけ
る３つの強磁性極のうち、これらの極の１つは単に強磁性物質から形成される長尺状シャ
フト又は棒であり、一方でこれらの磁極構成体のうちの２つは強磁性物質から形成されそ
の周りに長尺状巻線コイルが置かれる長尺状シャフト又は棒である。
【０１０３】
　・著しい相違において、磁場生成ヨークサブアセンブリの第２フォーマットは、Ｕ字型
の強磁性ヨークフレームワークの配置構成であって、その２つの反対側の側部の各々に、
同じ極性を有する２つの対向する強磁性極を磁化するために永久磁石の線形配列でヨーク
に接続された長尺状強磁性極が取り付けられている、Ｕ字型の強磁性ヨークフレームワー
クの配置構成である。第３強磁性極はＵ字型のベースに対応する内面部に取り付けられ、
それにより側部極に対して逆の極性の極を内部へ提供する。ここでも、このヨークフレー
ムワークにより表される磁化の方向はどこでもアーク放電チャンバの長さ寸法に実質的に
直交する（又は直角、垂直である）。
【０１０４】
　このフォーマットにおいて、少なくとも３つの別個の強磁性極はＵ字型ヨークフレーム
ワーク上に連続的に直列に配置され、３つのうちの少なくとも２つは永久磁石を組み込む
。開放ヨークサブアセンブリ全体は従ってアーク放電チャンバにおける３つの結合された
壁の外部面及び外周部から公知距離だけ離れるがそれに近接して置かれ、各極の磁化の方
向はアークチャンバのＸ軸及び長さ寸法に直交する（すなわち直角又は垂直である）。
【０１０５】
　・代替的に、ここでも、連続的に直列に個々に配置された接続された商業的に入手可能
な永久磁石により磁化された４つ以上強磁性ロッドの間隔を空けて配された多重極配列が
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、磁場生成ヨークサブアセンブリの第３の望ましい構造的フォーマットとして使用され得
る。
【０１０６】
　この特定の第３フォーマット及び配置構成は、個々の永久磁石の総数が生成された四重
極磁場の異なる強度の生産のために必要に応じて増加され得るという追加的な利点を有す
る。この第３の複数の永久磁石構成モデルは支持ヨークフレームワーク上で横方向に一体
化されてサブアセンブリを形成し、このヨークサブアセンブリは次いでアーク放電チャン
バの選ばれた長さ寸法及びＸ軸に対して横方向に位置づけられる。
【０１０７】
意図された使用及び予期される用途
　Φ本発明は範囲が著しく広く、複数の、代替的な、著しく異なる使用環境において用い
られることを意図される。本発明の真の規模及び範囲が適切に理解され、認められること
が必要かつ不可欠であると考えられる。
【０１０８】
　□第１の予期される使用状況において、本発明は、イオン注入システム、ＩＢＡＤ（イ
オンビーム支援蒸着法: Ion Beam Assisted Deposition）システム、及び様々な種類の材
料処理システムにおいて現在使用されているこれらのアーク放電チャンバ構成体により例
示されるとおり、既存のイオンビーム源への後付けによるアップグレードとして用いられ
る。本発明は容易に短いリボン状ビーム（０～１００ｍｍの幅）を生じさせるイオン源の
代わりとなり得、基本的利点は、小さい内部永久磁石システムの大きい外部磁石への置き
換えである。他の利点又は欠点は特定の種、エネルギー、又は他の問題に関して知られる
ようになり得る。
【０１０９】
　□第２の代替的使用状況において、イオンビーム源アセンブリのサイズ寸法及び構造的
アライメントは、イオンビームに、ビーム幅、電流密度及び全電流、サービスの容易さ、
イオンビームの均一性、制御のし易さ、作業のし易さを含む属性のこれまで達成され得な
い組合せを提供するために、著しく変更される。本明細書において定義され図面に示され
る座標を使用して、Ｘ軸方向のビーム幅を約２００ｍｍから少なくとも２．５ｍまで増大
させることができ、同時にｙ方向において、これは最初は未満５ｍｍでありほとんどの環
境下で＋／－２°以下だけ発散する。
【０１１０】
　ビームは一連のビームレットではなく１つの連続的なリボン状として引き出されるため
、ビームは非常に低いエミッタンスを有することができ、結果として、用途に応じて、フ
ォーカスのし易さ、質量分析系における高い解像力、及びターゲットへの正確な送達など
の利点をもたらす。イオンビームを引き出す方法は、均一性及び低発散を維持することの
公知の難しさを克服し、幅広い種類の用途、すなわち注入、スパッタリング、ＩＢＡＤ及
び材料改質に適切な非常に低エネルギーのビームの形成を含む。
【０１１１】
　□第３の代替的使用状況において、本発明は真空壁の一部を形成するフランジ又はプレ
ートの構造内へ緊密に一体化され得る。イオン源は、典型的には及び通常は、閉じ込めら
れた容積及び限られた寸法、すなわち、約１０－２Ｐａ～約１０－４Ｐａの範囲の周囲真
空を提供できる閉鎖真空環境の中に配置されて存在し、一方イオン源のアークチャンバ内
では圧力がおよそ１Ｐａであり、これらの値はイオン源への気体の必要な供給量により決
められており、豊富な真空ポンピングの提供が想定されている。
【０１１２】
　アークチャンバは真空壁へ一体化された構造へ取り付けられその中に包含され得る。さ
らに磁石アセンブリは真空壁の反対の（雰囲気）側に入れ子にされてもよく、アークチャ
ンバの３つの側部を包含する。適用可能な場合、これは多くの既存のイオン源設計より単
純でよりコンパクトである。
【０１１３】
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　□唯一の望ましい処理ガスが気体要素、すなわち希ガス、酸素、及び窒素である場合有
用である第４の代替的使用状況において、アークチャンバ自体は水で冷却されてもよい。
【０１１４】
　□代わりの第５の状況において、望ましい種は室温で表面で凝縮することができる要素
を含み、高温が好ましい又は不可欠である。場合により、高い壁の温度は化学的性質を気
体／蒸気又は気体分子の混合物由来の特定のイオンに好都合になるよう変える。これらの
条件下では、アークチャンバは耐火性材料製の冷却された金属製熱シールド構造内に位置
する。
【０１１５】
　□第６の予期される使用状況においては、引き出し電極も電圧も使用されず、プラズマ
がイオン源を出て拡散することが可能にされ、別のイオン源から引き出されるイオンビー
ム内又は曝露された材料の表面上での電位を制御するために使用される。
【０１１６】
　Φ従って、本発明のための用途の適当な範囲及び適切な範囲が極めて広くかつ包括的で
あること、本発明が全体として、完全に固有かつ著しく異なるイオン源アセンブリを提供
するだけでなく先行技術のイオンビーム源を受け入れることができこと、及び本発明の各
々のオリジナルかつ他とは全く異なる態様は先行技術の従来のイオンビームにおいては決
して利用可能ではなかった構造的部位、特定の機能、及び機能的能力を呈するかつ提供す
ることが認識され認められる。
【０１１７】
ＩＩ．関連する情報の要点
　適切な言及、並びに本質的なアライメント、異なる平面及び軸、及び個々の発明コンポ
ーネントの正確な理解のため、以下の幾何学的配置（orientation）、命名法及び用語法
が適切な言語及び専門用語として提示され、その適当かつ適切な用法のために正確に特定
され、厳密に説明され、かつ以降では首尾一貫してかつ均一に用いられている。
【０１１８】
アーク放電チャンバ命名法
　・定義によると、直角柱は一連の側面により互いに結合された２つの多角形の表面によ
り形成され境界を定められる３次元構成であり、この構成の断面図はその２つの同一端部
の正確な形状をもたらす。数学的な角柱形状用語においては、各多角形は慣例上「底面」
と呼ばれ、各横に配置された直線ユニットは「側面」と呼ばれる。
【０１１９】
　・直角柱形のアーク放電チャンバが規則的かつ対称的な幾何学的形状である場合、チャ
ンバは代替形態において三角柱、四角柱、正四角柱、五角柱、六角柱、八角柱などとして
現れ得る。三角形は理想的ではなく、長方形が議論のベースであるが辺の数は増され得る
。従って、多角形の底面の形状が変化すると、並置される側面の数も変化する。さらに、
２つの側面が最小限の数である一方、任意の単一の角柱フォーマットにおける側面の実際
に存在する数は、しばしば８又は１０個の横に並置される側面まで大きくなり得る。
【０１２０】
　・結果として、これらの代替的チャンバ角柱形の各々について、常に以下のものがある
：
（ａ）四角柱のアークチャンバにおいて５つ以上の外部面、及び６つの別個の面、
（ｂ）角柱状チャンバにおいて２つ以上の横に位置づけられた隣接する側壁、
（ｃ）四角柱のチャンバにおいて２つの連続する端部壁、これらは底部である、
（ｄ）角柱状チャンバについての識別可能、測定可能かつ決まった深さ、幅、及び長さ寸
法。
【０１２１】
アーク放電チャンバに係る幾何学的配置、寸法及びデカルト座標
　・当業者が常にアークチャンバ構造の前壁と後壁とを特定かつ区別することができるこ
と、及び各横に位置づけられた隣接する側壁を、アークチャンバ構成体における各連続し
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かつ当接する端部壁とは異なりそれと区別されるものとして分けかつ正しく特定すること
ができることが重要かつ必須である。
【０１２２】
　・適切に方向づける目的上、開口チャネル、非閉塞のスリット、又はアパーチャであっ
てそれを通じてビームが出ていくことを意図される開口チャネル、非閉塞のスリット、又
はアパーチャを提供する、長方形アーク放電チャンバのための角柱状形状のその特定の外
部面及び認識可能な固体壁は、本明細書において「前」すなわち前方壁として正しく特定
され、そのように呼ばれ、チャンバ構成体における正反対側の閉鎖された壁及び外部面は
、適切には「後」又は後方壁と呼ばれる。角柱状チャンバの形状の残りは、そのように認
識可能な複数の反対側に位置し横に並置される固体の隣接する側壁、並びに２つの認識可
能な固体の連続する端部壁を提供する。
【０１２３】
　・デカルト座標軸もまたしばしばアーク放電チャンバの作動的な角柱状形状及び機能的
向きを特定し説明するのに本明細書で使用される。従って本発明について、角柱状アーク
チャンバの後壁から前壁へ延在する方向はＺ軸であり、引き出されたイオンビームの移動
経路である。第１の横に置かれた隣接する側壁と反対側に位置する第２の横に位置づけら
れた隣接する側壁との間に存在する小さい方の距離寸法及び方向はＹ軸でありアーク放電
チャンバの幅寸法を呈し、平らで、大きい方の距離寸法及び少なくとも１つの連続する端
部壁から延在する方向（及びしばしば別の方へ他方の反対側に置かれた連続する端部壁側
の壁へ）は、Ｘ軸及びアーク放電チャンバの任意に選ばれる長さ寸法（引き出されたビー
ムの幅寸法に対応する）である。
【０１２４】
　・アーク放電チャンバにおける角柱状形状の大きい方の距離寸法は長さの測定であり－
これはサイズが任意に選ばれ、常にＸ軸上をそれに沿って延在し、引き出されたリボン状
イオンビームの測定可能な幅態様の一次関数でありそれに対応する。この長さ寸法は任意
に選ばれることができ、意図された用途により望まれるように又は必要に応じてほぼ任意
の有意味な寸法へ随意に大きさを増大され得、サイズは約８０ｍｍ～３，０００ｍｍ超の
範囲にわたることができ、典型的には約５００ｍｍ～約２，０００ｍｍである。
【０１２５】
　・アーク放電チャンバにおける角柱状形状の小さい方の距離寸法は、幅の測定であり－
これは寸法が固定され、常にＹ軸上にそれに沿って存在し、引き出されたリボン状イオン
ビームの厚さ態様と方向において対応する。
【０１２６】
定義、表現法及び用語法
　・「二重極磁場」は、逆の極性の極の対により作り出される場であり、極が準無限大平
面である場合、場は均一である。
【０１２７】
　・「四重極磁場」は、軸の周りに対称に配置された４つの極により作り出される場であ
る。極は極性が交互であり、最も純粋な形態において、原点を通って平面の対に漸近する
直双曲面の形状を有すると仮定される。この形において、原点を中心とする円の周りの場
の大きさ及び方向をプロットすると、その大きさは一定であることが分かるが、方向は、
円の周りを通ると一度回転する。磁場の大きさは円の半径に比例する。
【０１２８】
　・「六重極磁場」は同様の方法で構成されるが、６つの交互の磁極を備え、双曲線は互
いに９０°の代わりに６０°傾斜した平面に漸近する。磁場の大きさはこの場合も円の周
りで一定であるが、磁場方向は円の周りを通ると２度変わる。磁場の大きさは中心からの
距離の２乗に比例する。
【０１２９】
　・アーク放電チャンバ幾何学形状における内部キャビティ容積の「内部面」、「頂点コ
ーナ」及び「周縁エッジ」という用語は、個々に区別可能な内部キャビティ容積位置とし
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て首尾一貫して特定かつ認識され、それらは、第１の横に位置づけられた隣接する側壁と
後壁との間に存在する空間的領域、反対側に位置する第２の横に位置づけられた隣接する
側壁と後壁との間に同時に存在する第２の個別の内部空間的面積である。コーナはフィレ
ット半径を有しても有していなくてもよい。
【０１３０】
　これらの用語－「内部面」、「頂点コーナ」及び「周縁エッジ」－は、それぞれ前壁及
び後壁と２つの横に位置づけられた隣接する側壁のそれぞれの間に存在する空間的関係に
関連し、アークチャンバの端部壁それ自体は内部キャビティ容積のこれらの部分が何であ
るかの特定に関与しないこともまた明らかである。
【０１３１】
ＩＩＩ．作動上改良されたイオン源
　全ての意図された用途及び使用の代替的環境において、本発明は改良されたイオン源で
あって、少なくとも１つの気体状物質がアーク放電チャンバ内でイオン化されてプラズマ
状態になり、結果としてのリボン状荷電イオンビームが引き出され、ビームが次いでＺ軸
方向に移動する改良されたイオン源である。しかしながら、その目的を達成するために、
改良されたイオンビーム源は、少なくとも２つ以上の別個の構造的部位－角柱形のアーク
放電チャンバ及び一次電極捕捉アセンブリを構成要素として含む（comprise）及び含む（
include）。
【０１３２】
　先行技術の実施において、イオンビームは従来の三極管又は四極管ビーム形成システム
を使用することにより得られてもよい。しかしながらこれらの従来のシステムにおいては
、－ビーム衝突、放射及び他の加熱メカニズムによるかなりの加熱の存在下での任意に大
きいサイズのビーム（bream）幅の生産と併せて－非常に小さいレベルの電極間隔の変動
を維持する必要があるため、直面し直接的に対処されなければならない複数の実質的な課
題がある。これらの十分に認識された複数の実質的な課題は、本明細書において詳細に説
明される異なる実施形態により例示され示されるとおり、以下に開示される本発明により
取り組まれ解決される。
【０１３３】
Ａ．角柱形のアーク放電チャンバ
チャンバの角柱形状
　¶アーク放電チャンバは好ましくは、耐火性材料などの導電性材料で作られた予備成形
された四角柱の、固体壁の閉鎖箱であり、そうでなければ内部水路による冷却など、積極
的に冷却される構造である。
【０１３４】
　アークチャンバ形状は望ましくは四角柱の形状を有し、その内側には閉じ込められたキ
ャビティ空間が存在し、そこからイオンビームが現れる。四角柱として、その構成された
箱形状は、少なくとも１つの出口アパーチャを有する前壁と、後壁と、２つの反対側に位
置し横に置かれた隣接する側壁と、２つの別個の反対側に位置する連続する端部壁とを含
む。この幾何学的構成の中に境界を定められるのは、体積において閉じ込められ、その構
成された寸法において限定された内部キャビティ空間である。
【０１３５】
　¶長方形の角柱アークチャンバの箱形状全体は、Ｘ軸方向に長尺状であり、内部キャビ
ティ容積であって、その中への原位置でイオン化されてプラズマ状態になる予め選ばれた
気体状物質の随意の導入に適切な内部キャビティ容積を有する。気体状イオン化の目的の
ために、内部キャビティ容積構成は、典型的には断面が長方形又は丸い形のいずれかであ
るが、必要とされる又は望ましいときはいつでもほとんどいずれの形状のフォーマットに
も構成され得る。
【０１３６】
　典型的には、チャンバの箱状形状は、内部サイズ寸法であって、チャンバの２つの反対
側に位置し横に位置づけられた隣接する側壁が、幅がＹ軸方向に沿って約２０～５０ｍｍ
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離れ、深さが約２０～５０ｍｍ前壁から後壁へＺ軸方向において延在する、内部サイズ寸
法を有し、２つの連続するかつ当接する端部壁の間の内部間隔は、Ｘ軸方向に沿った測定
可能な長さにおいて、約８０ミリメートル～３メートル以上である。
【０１３７】
　慣例上、出口アパーチャを包含するアーク放電チャンバのその壁は、「前」と呼ばれる
。チャンバの前壁は、Ｘ軸方向に延びる少なくとも１つの長尺状出口アパーチャを包含し
、プラズマからのイオンが出るのを可能にし、出ることは、加速され得かつリボン状ビー
ムとして現れるよう形成され得る。
【０１３８】
　¶アークチャンバ箱は様々な異なる方法で構成され得るが、好ましい技術は２つの同一
又はほぼ同一の別個の半部又は分割されたセクションを作製することであり、分割部分は
出口アパーチャを通る。開放スロット又はチャネルの列を連続的な出口アパーチャで代替
することが可能である。アークチャンバの長さが約１ｍを超え、連続的な開放スロットが
使用されると、平行なスロット開口の壁部分を共に良好な整列に均一に維持するのは困難
であり、この理由のため、以下に記載の特定の実施形態はこの課題に直接取り組むもので
ある。内部コーナは形状は丸くてもよい。
【０１３９】
加熱されたカソード
　一次電子を放出可能な加熱されたカソードが提供され、アーク放電チャンバのキャビテ
ィ容積内の一方の識別可能内部端壁面に明白に配置されて存在する。
【０１４０】
　以下でより完全に説明されるとおり、四重極磁場形状は４列のカスプを含み、そのうち
３つが外側に位置する磁極の近くにある。イオン捕捉が正しく機能するために、これらの
４つのカスプの磁力線が、カソード電位であるかそれに対して負である画定された電位表
面を横切ることが必要であり、簡潔さのために、この電位値はアークチャンバ壁により定
義され提供され得る。この要件を満たすため、加熱されたカソードは、０～約５Ｖの間の
、アークチャンバ測定可能な電位に対して正の電位値を有する。
【０１４１】
カソードの動作及び機能
　典型的には、アークチャンバの一方の端部に配置されたカソードは、それがアークチャ
ンバのキャビティ容積に入る移動する電子の流れを放出するまで電気的に加熱され、最初
に放出された電子はしばしば「一次電子」と呼ばれる。原子との非弾性衝突においてかな
りのエネルギーを失った一次電子、このような衝突において脱離された電子、イオン衝撃
により壁から脱離された電子を含む、他の種類の電子もまた存在し、これらは典型的には
「二次電子」と呼ばれる。
【０１４２】
　非常に長いアークチャンバのために、追加的なカソードが反対側端部に置かれてもよく
、必要に応じて１つ又は複数の中間カソードが使用され得る。カソードはタングステン又
はタングステン合金の電気的に加熱されたフィラメントであってもよく、又はそれは傍熱
カソードであってもよく、又は例えば、図７ｂ示される、直接電気的に加熱され得る互い
に組み合わされた形状を形成するよう切断された厚さ６ｍｍのタングステンのブロックで
ある－より大規模なカソードであってもよい。カソードは、ヌル場軸がその中心でそれを
通過する（一次電子がこの軸を包含し正しく捕捉されることを確実にする状況）ように置
かれる。アーク電流はカソードへ伝送される電力を調節することにより調整され得る。
【０１４３】
　好ましくは、総イオン電流が測定され、この信号は基準信号と比較され、差が、カソー
ド温度、従ってアーク電流、従ってイオンビーム電流を調節するのに使用される。カソー
ドは、図１１に示されるとおり、電子が捕捉され得る面積を実質的に覆うような大きい面
積を呈しなければならない。
【０１４４】
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ロッド形アノード
　アノードは典型的には、Ｘ軸に沿って延在し、アークチャンバの長さ寸法全体にわたっ
て延びる１つ又は複数のロッド、バー又はシャフトの形態をとる。アノード構造は、例え
ば、孔を貫通してアークチャンバ構造の外部にある取り付け位置の対へ延在し得る。ロッ
ド形アノードは、アーク電源の正端子へ個々に接続され、その負端子は次いでカソードへ
及びアークチャンバへ接続される。この電源は、４０～約１２０Ｖで何アンペアも供給す
るために調節され得る。
【０１４５】
キャビティ容積内のアノードの配置
　£カソードから放出される一次電子が、そのときキャビティ容積内に配置されたアノー
ドへ直接到達できないことは必須である－その結果、一次電子が、キャビティ容積の中央
の空間的ゾーン内で空間的に捕捉されるようになり得、次いで、電子が気体原子又は分子
と非弾性衝突し、エネルギーを失い、原位置で荷電イオンを作り出すまで、キャビティ容
積の中央の空間的ゾーン内を前後に反復して通過する。
【０１４６】
　アノードロッドは、従ってチャンバのキャビティ容積内の１つ又は複数の横に位置づけ
られた隣接する側壁の内側面表面の近くに明白に位置しなければならず、四重極磁力線は
、キャビティ容積の中央の空間的ゾーン－すなわち、空間的領域であって、その中で一次
電子が最初にカソードにより放出された空間的領域－からそれ（又はそれら）を絶縁及び
分離する。この状況はアノードロッドと中央の空間的ゾーンとの間を通過するいくつかの
磁束線を示す図１０により示される。
【０１４７】
　£ロッド形アノード及びそのときアークチャンバのキャビティ容積内に存在する認識可
能な四重極磁場とのその領域的相互作用の特定の配置は、磁気による電子捕捉状況を形成
し、－移動する一次電子を４つの丸い突起のある中央の空間的ゾーン（図１２に示される
とおり）に閉じ込めることにより－一次電子捕捉事象を開始する。
【０１４８】
　設置された四重極磁場は、移動する一次電子が、アークチャンバの横に位置づけられた
隣接する側壁の内側壁面上にそのとき位置づけられているロッド形アノードに到達するの
を防止することにより、基幹的な作動上の役割を果たし、電子をロッド形アノードから離
れるように方向転換させ、全ての移動する電子（一次電子及び二次電子の両方）をキャビ
ティ容積の４つの丸い突起のある中央の空間的ゾーンに効果的に閉じ込めることにより、
磁気捕捉効果を提供する。
【０１４９】
　£配置されたロッド形アノードのために作り出された磁場保護は、非常に有効である。
すなわち、捕捉された電子がいくらかのエネルギーを失ったあと、他の電子からの角度の
大きい反発性の弾性のある散乱の可能性が、それらの速度に逆比例して増加し、捕捉され
た電子はより速やかにそれらのエネルギーを共有し、空間的磁気捕捉の閉じ込めの中で熱
平衡に達する。非弾性衝突プロセスはまた、磁気捕捉の認識可能な制約の中で電子が移動
するのに実質的な役割を果たす。
【０１５０】
　加えて、散乱の速度の増加は、移動する電子のうちのいくつかが磁力線をわたって拡散
し、実際にロッド形アノードへ到達することを可能にする。従って、アノードへ供給され
る電子流は、イオン種のイオン化に成功した電子、及び拡散する効果的に拡散するのに十
分にエネルギーを失ったイオンから脱離した電子から極めて大部分が構成される。観察さ
れる電流は作り出されたイオンの数より多いが、それに比例する。
【０１５１】
イオン化可能気体の導入
　予め選ばれた気体が、イオン化目的のために、アークチャンバの固体壁における複数の
小さい穴又は制御されたオリフィスを通じて内部キャビティ容積内に導入される。この導
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入された気体から生成されたイオンの電流密度は、局所的チャンバ圧力に依存し、出口ス
リットを備える非常に長く狭いアークチャンバ前壁において、各制御されたオリフィスを
通る気体の流速を変更することによりチャンバのキャビティ容積内の圧力を変化させるこ
とが極めて可能である。
【０１５２】
　従って、アークチャンバから引き出された幅広のイオンビームにおける電流密度の均一
性は、各穴通路を通る気体の流速を調節することにより調節され得る。しかしながら、気
体の総流速は、必要な総イオン電流と多かれ少なかれ一定の関係にある必要がある。
【０１５３】
アーク放電チャンバ構造内で生成された熱の除去
　アーク放電チャンバへ伝送された電力は、長さ１００ｍｍ当たり１００Ｖ×３Ａに到達
するかそれを超えることができ、これは、アークチャンバ長さ３００ｍｍ当たりおよそ１
ＫＷプラス追加的な６００Ｗである。従って通常の作業において、アークチャンバは、チ
ャンバが積極的に冷却されない限りセ氏数百度の熱に到達し得る。
【０１５４】
　当業者は、アークチャンバを高温で作動させるか、チャンバを冷水通路で積極的に冷却
するかを選ぶことができる。しかしながら本発明においては常に、この熱が磁石に到達す
るのを防止することが必須である－その理由は、温度がアークチャンバの温度の何分の一
かまで上昇すると、永久磁石がそれらの磁化を失い、電気コイルがそれらの電気絶縁体を
失うためである。
【０１５５】
　この目的のために、冷却金属エンベロープがアーク放電チャンバ構造と任意の近接して
囲む磁場生成ヨークサブアセンブリとの間に置かれなければならない。この目的を達成す
るためのいくつかの可能な方法があり、３つの具体的な例が本明細書に含まれる。
【０１５６】
引き出し電極
　￥イオンビーム引き出しのための従来の三極管の引き出しシステムが図４（及び図面の
他の図）に示される。特定の用途、例えば、作業要件のエネルギー及び電流範囲が非常に
大きいイオン注入について、四極管引き出しシステムの使用には特定の利点がある：
・電極のＸ軸方向の長さは、ビーム幅寸法を超えなければならない。
・熱膨張は一定のビーム形状を維持するのを難しくするが、厳密な寸法の制御（以下で検
討される）に対する感度のため、電極形状における小さい偏向がビーム発散に大きい変化
を生じさせる。寸法の安定性を維持するため、電極のスタックが精度の高い陶磁器絶縁体
上のイオン源の前部へ取り付けられ得る。
・絶縁体は、それらの表面の導電性フィルム（例えば、不完全なビーム伝達を通じて電極
からビームによりスパッタされたものなどの）での高速コーティングを防止するために、
金属製カップにより十分遮蔽される。
・各引き出し電極は２つの個々の半部として作られ、各々それ自体の絶縁体の列へ取り付
けられる。電極は、ピン・イン・スロット整列を使用して隔離碍子に整列され、その結果
、イオン源スロットに平行な電極の熱膨張が可能となり、大きな電極応力又は座屈を引き
起こさない。
【０１５７】
　￥チャイルド・ラングミュアの法則は、平らなイオン放出表面について、電流密度は以
下のとおり他のパラメータに関連することを述べている：
Ｊ＝（４ε０／９）（２ｑ／Ｍ）１／２Ｖ１

３／２／ｇ２

ここでＪは電流密度であり、ε０は自由空間の誘電率であり、ｑは各イオンの電荷であり
、Ｍはその質量であり、Ｖは第１加速間隙を通る電圧、ｇはイオン放出表面と第１引き出
し電極との間の間隙である。
【０１５８】
　この方程式はプラズマ引き出しシステムに適用するのは難しいが、それは放出表面が平
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らでも１つの固定した位置に位置するのでもないためである－プラズマ境界であってそこ
からイオンが放出されるプラズマ境界は、方程式が局所的に正確になることを確実にする
ように放出表面がフィッティングパラメータであるように、様々なパラメータに依存して
シフトする。電流密度もまたプラズマにおけるイオン生産速度と合致しなければならない
。
【０１５９】
　結果として、イオンビームの発散は方程式におけるパラメータに敏感に応じるものであ
る。プラズマから利用可能な電流密度が増加すると、プラズマ境界は前方に動き、最終的
に引き出しアパーチャ又はスロットから突き出る。イオン軌道は、この効果によりそれら
の当初の方向に強く影響される。
【０１６０】
　￥しかしながら、発散が最も少ないイオンビームは僅かに凹形のプラズマ表面により形
成され、これは、電流密度が方程式が平面に求めるものよりも僅かに低い電流密度である
ときに形成することが常におよそ真実である。プラズマイオン源からの発散が最小の実効
電流密度は、平面プラズマ境界を仮定するとチャイルド・ラングミュアの法則が与えるも
のより僅かに少ない。一旦作動ポイントが十分に確立されると、他のものは計算され得る
。方程式は以下の形を有する：
Ｉｍａｘ＝ｌｗ／ｇ２Ｖ１

３／２（４ε０／９）（２ｑ／Ｍ）１／２

ここでｗはスロット幅であり、Ｉはスロット長さであり、ｇは、実際は約１．５未満には
なり得ない電極間隙であり、数因子は常に幾何学的形状の問題により修正される。
【０１６１】
　￥ビーム電流が増加すると、この方程式のスケーリングを満たすために第１引き出し間
隙を通る電圧は増加されなければならない。電極間隔は、方程式が作動条件の範囲を通じ
て満たされ得るように選択されなければならない。この範囲が広い場合、図示の三極管の
システムの代わりに４つの電極システム（四極管システム）を使用することが可能になる
。
【０１６２】
　￥非常に低いビームエネルギーのために、図１の２つの電源の電圧の合計である引き出
し電圧（第１間隙を通じた電圧）は、１～５ＫＶとなり得るが、ビームはそのとき５０ｅ
Ｖと低い最終エネルギーへ第２間隙において減速される。これらの条件下で、電極間の厳
密な間隙は十分に制御され、特定の条件に適合されなければならず、例えばＯＰＥＲＡ／
ＳＣＡＬＡなどのコンピュータコードを使用した電極の形状の最適化が賢明である。
【０１６３】
Ｂ．一次電子捕捉アセンブリ
磁場生成ヨークサブアセンブリ
　Ｘ軸方向に均一断面を有する別個の四重極磁場が、近接して配置された磁場生成ヨーク
サブアセンブリを介してプラズマチャンバの長さ寸法及びＸ軸に沿って構成されたキャビ
ティ容積内に内部的に提供され設置される。
【０１６４】
　開放ヨークサブアセンブリは、少なくとも３つの、場合により４つ以上の、極性が交互
の別個の磁極構成体の多重極配列を使用する。これらの磁極構成体は交互の極性を示し、
開放支持ヨークフレームワーク上にそれに沿って個々に直列に配置される。結果としての
ヨークサブアセンブリは、認識可能な四重極磁場を要求に応じて生成し得－ビーム引き出
しのＺ軸方向により弱くなるように、かなりの六重極成分の存在により場合により僅かに
歪められる磁場を提供する。
【０１６５】
　認識可能な四重極磁場を要求に応じて生成するよう完全に作動的である好適なヨークサ
ブアセンブリが、実質的にＵ字型のヨークフレーム上に互いに離れて配置された直列の３
つのみの別個の磁極を使用して作られ得ることにここでは特に留意されたい。さらに、３
つ又は４つ又はさらにより多くの数の極性が交互の直列の別個の磁極構成体を用いる様々
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な他の異なるヨーク付構造的配置、配列、及び多重極ディスプレイが随意に用いられても
よい。
【０１６６】
　従って、これらの代替的フォーマット及び設計のいずれのものにとっても唯一の必須の
要件は、開放ヨークサブアセンブリが要求に応じてアーク放電チャンバの内部キャビティ
容積内に認識可能な四重極磁場を機能的に生成及び設置することができることである。
【０１６７】
　引き出されたイオンビームのための障害物の無い非閉塞の通路のための要件は、いずれ
の磁極もアークチャンバの前壁面の近くに配置されることもその前方に置かれることもな
いよう命じることもまた留意されたい。従って、かなりの四重極場成分及び弱い六重極場
成分を生成し得るいずれの３面から構成されるヨークサブアセンブリも、要件に合いかつ
それを満たす。
【０１６８】
異なる分類の移動する電子
　イオン化には、気体原子と図２に与えられる少なくとも閾値エネルギーを有するエネル
ギー電子との間の衝突が必要とされる。イオン化のための衝突断面積値は、特定の所与の
条件下のイオン化の可能性の尺度である。このようなデータの１つのソースは、ＮＩＳＡ
による刊行物である。
【０１６９】
　様々な気体のイオン化のための衝突断面積は、およそ６０～１００ｅＶの電子エネルギ
ーについて最大となる傾向がある－すなわち、イオン化のための閾値の４又は５倍となる
。この理由のため、一次電子は気体をイオン化するのに有効であるが、二次電子はそうで
はない。背景プラズマは典型的には１～２ｅＶの電子温度を有し、このような電子は、原
位置で気体分子をイオン化するために機能することができず、イオン化しない。
【０１７０】
一次電子の捕捉
　アークチャンバの内部キャビティ容積内で起こる一次電子捕捉の態様及び方法を完全に
理解することが重要である。アノードロッドの存在のため、及び一旦プラズマ状態が元の
場所で確立されると－チャンバ体積が内側壁面から１ｍｍ未満の距離以内までプラズマで
いっぱいに満たされるため、キャビティ空間内の電位は値が概して僅かに正であり、周知
のとおり、プラズマはアノードに対していくらか正である平衡電位に到達する傾向がある
。
【０１７１】
　Φ四重極磁場がここでこの静電気場配置へ与えられる。すなわち四重極場はＹ－Ｚレー
ンに平行に置かれるがキャビティ容積の全長寸法にわたってＸ軸方向に沿って均一に延在
し、磁場はチャンバの測定可能な長さ全体に延びるキャビティ構成のほぼ中心又は正中線
に沿ってヌル値を有し（図１１において数字ゼロすなわち「０」により示される位置にお
いて）、本明細書においてヌル場軸として言及される。
【０１７２】
　Φキャビティ容積の長さ寸法にわたって延在する非常に不均一な四重極場は－周知のと
おり－移動する荷電粒子を磁場の２つの反対側の四分円におけるヌル線に向かって集中さ
せる効果を有し、同時に反対側の２つの四分円において移動する荷電粒子の集中を乱す効
果を有する。
【０１７３】
　Φプラズマの外側エッジに向かって、プラズマの中心から離れるように概ね向けられる
弱い電場があり、これは電子を内側に加速する傾向がある。特定の位置において、この電
場は磁力線に直交（又はほぼ直交）し、結果として、電子のサイクロイド運動は、アーク
チャンバの一端に向かって、数学的にＶ＝Ｅ／Ｂとして計算される、測定可能なドリフト
速度で、付勢される。
【０１７４】
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　磁場の交互の四分円において、ドリフト速度方向は逆になる。この逆になるドリフト速
度は一次電子の分布の混合及び均一さを高める傾向がある。電子が閉鎖軌道内で無期限に
ドリフトすることができるＡＬＰＡ源とは異なり－アークチャンバ壁で、ドリフトする電
子はいくらかランダムに内側壁面から反射される。モデルリングにより、それらの動きは
いくらか無秩序であることと、ドリフトする電子が、それらが反対方向にドリフトできる
、捕捉された分布の別の領域へ高い可能性で移動することとが分かる。
【０１７５】
　Φこのヌル線へ導入された移動する一次電子は、プラズマが確立されると、本質的にゼ
ロの電場又は磁場に遭遇し、そのためアークチャンバの全長を偏向されずに自由に移動す
るが、連続する端部壁の内側面へ接近する際、それは静電気により反射され、方向を変え
られ、内部キャビティ容積の中心に向かって戻される。従って、カソードは常にヌル場軸
を包含するよう置かれる。しかしながらキャビティ容積のこの中央ヌル線から移される移
動する電子は、四重極磁場に遭遇し四重極磁場により偏向させられるようになる。
【０１７６】
　Φ結果として、カソードから放出され、アークチャンバの閉じ込められたキャビティカ
ラム内の四重極磁場と遭遇する全ての一次電子は、以下の特徴を呈する：
（α）一次電子はアノードロッドに向かって、及び／又はアークチャンバ内の電子衝撃イ
オン化により形成されたプラズマの中心に向かって加速される、
（β）一次電子は、アノードロッド以外、アークチャンバ壁のいずれの部分に到達するに
も不十分な運動エネルギーを有する、
（γ）一次電子は四重極磁場により偏向される。それらの場内での位置に依存して、それ
らはヌル場軸に向かって又はそこから離れるように偏向され得る。ヌル場軸から離れるよ
うに偏向されるものは、アノードロッドのゼロ強度力線からの距離の何倍も小さい旋回半
径（gyro-radius）を有して次第に速やかに偏向され、アノードロッドを横切ることがで
きないサイクロイド及び振動通路に向けられる、
（δ）一次電子は、交差した電場及び磁場の領域における正の又は負のＸ軸方向の動き［
大きさＥ／Ｂのドリフト速度と呼ばれる］を与えられる、
（ε）壁の静電位はカソードの電位に対して負の値であるため、一次電子は固体チャンバ
壁に到達することを妨げられる、及び
（φ）一次電子は中央の十字型ゾーン内に捕捉されるようになり、静電気及び磁気閉じ込
めと軸方向に向けられたＥｘＢドリフトとの組合せによりキャビティ空間の長さ寸法に沿
って均一に分配される。
【０１７７】
　Φ従ってこの例において、場の強度は、集中を乱された電子はサイクロイド通路内を移
動するよう偏向され、中央の空間的ゾーンを避けることができないよう大きさが十分であ
る。場はより重いイオンに大きな影響を与えるには強度が不十分であり、これは従って自
由に壁に衝突するか孔を通ってアークチャンバから出る。また、四分円は力線と同一平面
でありヌル線を通過する表面により分離される。
【０１７８】
　Φさらに、図１２に示されるとおり、一次電子捕捉の状況及び現象は目に見えて非対称
の形状を呈する。この非対称形状は、そのときダイアグラムの平面内へ移動する移動電子
、及びそのときその平面から出て鏡像非対称を有するキャビティ空間的ゾーン内に捕捉さ
れるように移動する移動電子に当てはまる。
【０１７９】
　Φ電子はチャンバの連続する端部壁の両方の内側面から繰り返し、多くの場合複数回、
反射されるため、捕捉体積の全体構成は対称であり、及び中央Ｘ－Ｚ対称面におけるそれ
自体の反射に重ね合される非対称な形の空間的ゾーン（図１２により示される）を含む。
【０１８０】
　これらの電子の移動路は極めて回旋状でありしばしば輪になっていることと、電子はＸ
軸方向にわたるアークチャンバ内での正味の進行１ｃｍごとに約３ｃｍの距離を移動する
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こととについてさらに検討する。この移動距離は、アークチャンバの長さ寸法にわたる各
通路におけるイオン化衝突の可能性を増加させる。
【０１８１】
磁気カスプ磁場プラズマ閉じ込めの不要
　§磁気カスプ磁場プラズマ閉じ込めは長年の間当該技術分野において使用されてきたが
、本発明の例において、高磁場の必要性を減らすことができ、同時に、電子反射のための
多重極磁場の磁気カスプに依存しないことを選ぶことにより捕捉効率を向上させることも
本明細書において認識される。本発明の改良されたイオン源は、従って従来から知られる
構成体とは根本的に異なる［例えばK. N. Leung Multicusp Ion Sources, Proc. 5th. In
t. Conf. Ion Sources, Beijin, 1983, ReV. Sci. Inst., 65:1165(1984)により例示され
るもの］。
【０１８２】
　従って、カスプ閉じ込めに依存する代わりに、本発明は、磁場の弱磁気カスプの各々も
アークチャンバのキャビティ容積内の最も負の電位で固体金属壁と一致するように配置さ
れる。このようにして、カソードにより放出され、カソードから流れる一次電子は、静電
気により捕捉され、四重極磁場要件の大きさは著しく減少するようになる。
【０１８３】
設置された四重極磁場
　¶一次電子捕捉アセンブリの設置された四重極磁場は、いくらか歪められているとして
も、アークチャンバの線形の長さ寸法全体にわたってＸ軸方向にチャンバの内部キャビテ
ィ容積内に均一に延在する。認識可能な四重極磁場の真の範囲は従って、アークチャンバ
の線形の長さ寸法に伴って直接変化し、アークチャンバの予め選ばれた長さ寸法は、約８
０ｍｍから３，０００ｍｍ超へ任意に増加され、アークチャンバの内部キャビティ容積内
に収められた四重極磁場の線形の長さは、対応して寸法を増加させる。磁場配向のため、
この状況は、巻線コイルのためのアンペア回数の増加を必要とせず、又は永久磁石が使用
される場合、使用される永久磁石のサイズは増加しないが、線形配列の永久磁石の数が増
加するだけである。
【０１８４】
　¶アークチャンバにおけるキャビティ容積の限られた閉じ込め内に設置されかつ延在す
る認識可能な四重極磁場は、（長さの長いアノードロッドとして明白に出現する）アノー
ド電位の上を多いかつそれを包含する磁束線の体積シールドとして効果的に機能する。こ
れは磁気カスプゾーンで電子を捕捉するのにあまり有効ではないが、これらのゾーンにお
いて、負の静電気電位を提供するという選択が行われる。
【０１８５】
　この配置を経て及びこの方法により、設置された磁力線の体積シールドは選択された静
電気壁電位との組合せで作用し、一次電子捕捉として共に効果的に機能し、アークチャン
バのキャビティ容積の限られた閉じ込めの中の画定された体積に一次電子を閉じ込める。
【０１８６】
　¶一次電子捕捉アセンブリにより生成され、アーク放電チャンバの内部キャビティ容積
内に設置された認識可能な四重極磁場は、以下の特徴及び特性を示す及び提供する：
（ｉ）設置される四重極磁場は、Ｘ軸方向（すなわちアークチャンバの長さ寸法にわたり
）に沿って均一に延在する、
（ｉｉ）収められる四重極磁場は、Ｙ軸及びＺ軸に向けられる磁場成分を有するが、有意
なＸ軸成分は提供しない、
（ｉｉｉ）Ｙ－Ｚ断面図において、設けられた四重極磁場は、ゼロ強度並びにアーク放電
チャンバの長さ寸法全体にわたって及びそれを超えて延在しヌル場軸と呼ばれるＸ軸に平
行な中央ヌル軸を有する、
（ｉｖ）与えられる四重極磁場の場の強度は、連続的に増加し、それと共に中央ヌル軸か
らアーク放電チャンバの横に位置づけられた隣接する側壁壁への距離が増加する、
（ｖ）確立された四重極磁場は、個々の高強度磁場を、アーク放電チャンバにおけるキャ



(32) JP 6469682 B2 2019.2.13

10

20

30

40

50

ビティ容積の内部コーナ及び周縁エッジにある少なくとも２つの周辺空間的領域上でそれ
に沿って通過させる、
（ｖｉ）内蔵される四重極磁場は、任意に選ばれる長さ寸法及びアーク放電チャンバのＸ
軸に垂直（すなわち、直角又は９０度に置かれる）である任意の平面と同一平面上にあり
、それにわたって延在する、並びに
（ｖｉｉ）据え付けられる四重極磁場は、いずれの磁場も場成分も作り出さず、又はいず
れの磁場も場成分も、アーク放電チャンバ箱の任意に選ばれる長さ寸法及びＸ軸に沿って
及びそれに平行に置かれるようにさせない。
【０１８７】
Ｃ．引き出されたイオンビーム
　§上述の著しく改良されたイオン源を経て、ユーザには幅広のイオンビームが提供され
、幅広のイオンビームは次いで幾つかの異なる用途において用いられ得る。各例において
、流動リボン状イオンビームが作り出され、流動リボン状イオンビームはその幅寸法より
少なくとも１０倍大きい、好ましくはその幅寸法より３０倍以上大きい測定可能な幅寸法
を有し、－引き出された幅広のビームの幅及び幅寸法はビームのＺ軸移動方向に垂直であ
る。
【０１８８】
　§その幅広の範囲に加えて、引き出されたイオンビームは望まれるとおり又は必要に応
じて予め選ばれ得る幾つかの特徴及び特性を呈する。従って、本発明のイオン源からビー
ムとして引き出され得るイオンの流れの一般的な特徴は、下記の表１に挙げられるこれら
の因子及び変数の全てを含む。
【０１８９】
【表１】

 
【０１９０】
　これらの一般的な範囲内で、イオン注入目的上非常に好ましい値の組が、下記の表２に
提供される。
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【０１９１】
【表２】

 
【０１９２】
ＩＶ．本発明の第１機能実施形態
　この第１実施形態において、改良されたイオン源は、２００～２５００ｍｍの幅寸法及
び引き出し電極を出る際の厚さ約５ｍｍを有し、＋／－２度で発散するリボン状イオンビ
ームを作り出すことができ、ビームの幅及び厚さ寸法は、イオンビームのＺ軸経路及び移
動方向に垂直に測定される。
【０１９３】
　しかしながら、真空及び周囲の空気環境内に同時にあるその典型的な作動的フォーマッ
トのため、改良されたイオン源の最小限のコンポーネントはまた、環境分離、介在仕切り
用バリアを、アーク放電チャンバと一次電子捕捉アセンブリの磁場生成ヨークサブアセン
ブリと併せて含む。
【０１９４】
　従って、改良されたイオン源のこの第１実施形態において、環境分離仕切り用バリアは
そのとき高真空環境内に保持されるアーク放電チャンバを分割、隔離及び分離するのに使
用され、及びそのとき典型的には周囲の空気環境内に保持される近接して位置し包囲する
磁場生成ヨークサブアセンブリを物理的に分離するのに使用される。
【０１９５】
Ａ．構造的実体
　£図４、５、及び６にそれぞれ示されるこの第１実施形態において、慎重に整列され互
いに結合された２つの本質的な構造的実体がある。これらは：（ａ）アーク放電チャンバ
と、（ｂ）介在仕切り用バリアと磁場生成ヨークサブアセンブリとからなる一次電極捕捉
アセンブリである。
【０１９６】
アーク放電チャンバ構造：
　長尺状アーク放電チャンバ１は自立的かつ個々の製品である。外側に、アークチャンバ
は四角柱の形状を有し、その内側には長い均一なキャビティ容積が提供される。キャビテ
ィ容積構成は丸形の外形を有してもよいが、均一な押出形状を有する。
【０１９７】
　Δ図４及び６に見られるとおり、実質的に長方形の角柱構成であり長尺形状の囲まれた
内部キャビティ容積１０を有するアーク放電チャンバ１が示される。アークチャンバ１は
、６つの別個の固体壁：前壁３、後壁８、２つの別個の横に位置づけられかつ反対側に位
置する隣接する側壁６ａ及び６ｂ、並びに２つの別個の反対側に位置する連続しかつ当接
する端部壁１２ａ及び１２ｂ（しかしながら図４及び６の断面図には図示せず）により境
界を定められる閉鎖箱構造である。
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【０１９８】
　単一の開放スロットすなわち出口アパーチャ５（これは代替的に開放スロット又はチャ
ネルの列として現れ得る）が、前壁３に現れ、個々に前壁３の外部面から短い距離だけ離
れるように置かれる引き出し電極４ａ及び４０ａ並びに４ｂ及び４０ｂの対と整列する。
前壁は任意選択的に２つの個別の半部を含んでもよく、及びそれらから構成されてもよい
。
【０１９９】
　Δ加えて、アークチャンバの後壁８は、図４に示されるとおり穿孔された通路９を含む
。このような通路は、イオン化可能気体又は蒸気のキャビティ容積内部への随意の導入を
可能にする制御されたオリフィス又はポータルとして機能する。制御されたオリフィス９
はアークチャンバのキャビティ容積内での導入された気体又は蒸気の均一分布を提供する
。
【０２００】
　Δこの第１実施形態において、アークチャンバは真空壁の一部であるベースフランジ又
はプレート内に機械加工された凹部内にぴたりと嵌合するようにされる。チャンバの箱形
状は耐火性材料（例えばグラファイト、モリブデンなど）のプレートから造られ得、これ
らは図５ａ及び６に示されるとおり相互連結し、バネクリップにより適所に保持され得る
。チャンバの連続しかつ当接する端部壁は、穴であってアノードロッドがそれを通って外
部の固定クランプへ至ることを可能にする穴を有する閉鎖プレートである。
【０２０１】
　実際の使用中かなりの電力を受けるアークチャンバは、表面接触を最小化するために外
側が成形され、作動中セ氏数百度に達する。真空壁は低温でなければならず、以下に説明
される熱を取り除くための手段を提供することが重要である。
【０２０２】
　Δアークチャンバキャビティは典型的には前壁と後壁との間が３２ｍｍ、側壁と側壁と
の間が３２ｍｍあり、Ｘ軸方向において約８０ｍｍ～２，０００ｍｍ以上の範囲の任意の
長さ－引き出されたイオンビームの幅寸法に直接対応するようサイズが合わせられた寸法
－であり得る。
【０２０３】
　アーク放電チャンバ１の限られたキャビティ容積１０内には２つの個別のロッド形アノ
ード２ａ及び２ｂがある。各ロッド形アノード２ａ及び２ｂは個々に、アークチャンバ１
の１つの横に位置づけられた隣接する側壁６ａ又は６ｂに近接して配置されて存在し、ア
ークチャンバ１の長さ寸法全体にわたってＸ軸に沿って直線的に延在し、隣接する側壁６
ａ及び６ｂの一方と後壁８との間に存在するキャビティ容積１０の周辺空間的領域周縁空
間的エッジ内に明白に位置する。
【０２０４】
　Δアーク放電チャンバ１の限られたキャビティ容積１０内に同様に配置されているのは
、単一の熱電子カソード７である。このカソード７は端部壁１２ａの内側面表面上に配置
される。カソードはこの第１実施形態例においては小さいループに巻かれた直径０．０９
０インチのタングステンロッド製であってもよく、アークチャンバの端部を通じて設置さ
れ得る。
【０２０５】
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
一次電子捕捉アセンブリ：
　本発明の第２の主な必須のコンポーネントは、一次電子捕捉アセンブリである。この第
１実施形態において、捕捉アセンブリは、２つの別個の構造的実体：介在仕切り用バリア
と磁場生成ヨークサブアセンブリとを含む。
【０２０６】
介在仕切り用バリア構造
　£磁場生成ヨークサブアセンブリが常に周囲の空気環境内に保持され使用される一方で
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、アーク放電チャンバは真空環境内（約１Ｐａ～約１０４Ｐａの範囲の負圧で維持される
）に操作上含まれなければならないため－介在仕切り用バリア６０が２つの構造的実体を
方向づけかつ整列させるための構造的コンポーネントとして好ましくは使用される。
【０２０７】
　しかしながら、その最も幅広い用途において、介在仕切り用バリアは最大で３つの異な
る機能及び目的を果たす。それらは：
（ｉ）真空環境を周囲の空気環境から効果的に分離する構造的仕切りとして、
（ｉｉ）磁場生成ヨークサブアセンブリを、予め選ばれた固定距離に、アーク放電チャン
バの周りを囲むように近接する配置において、方向づけかつ整列させるための構造的手段
として、
（ｉｉｉ）アーク放電チャンバの作動により発する熱を吸収することができる流動冷却用
流体、例えば水のための通路を組み込み、前記熱が磁気ヨーク及び他の繊細なコンポーネ
ントへ到達するのを防止する構造的実体として、である。
【０２０８】
　£環境分離バリアプレート６０の好ましい形態が図４及び６により断面図でそれぞれ示
され、アーク放電チャンバ１と、近接して位置する成形されたヨークサブアセンブリ１０
０との両方に対するその関係がこれらの図示により最もよく示される。
【０２０９】
　そこで分かるとおり、予備成形バリアプレート６０は構造的仕切りとして働き、有形の
環境分離仕切りとして機能し、予備成形バリアプレートは、
（ａ）その表面６２を真空環境において維持するのに物質的に十分であり、一方で同時に
その裏面６６を周囲の空気環境において維持する固体物質からなり、
（ｂ）そのとき真空環境にあるアーク放電チャンバ１の、２つの横に位置づけられかつ反
対側に位置する隣接する側壁６ａ及び６ｂの外部面並びに後壁８を受けかつ保持するよう
外形を形成された単一の空間的凹部６４を有する表面６２を呈し、
（ｃ）同時に、磁場生成ヨークサブアセンブリを真空環境内で適切に整列した位置及び向
きで受けかつ保持するよう集合的に外形を形成された、２つの予めサイズが合された空間
的凹部６８ａ及び６８ｂを有する裏面６６を呈する。
【０２１０】
　£介在仕切り用バリア６０は典型的には、アルミニウム又は別の高熱伝導性の金属製の
厚いプレート又は防護物として作られ、そこへ、空気雰囲気側に現れる２つの整列された
空間的凹部６８ａ及び６８ｂ（図６において最も良く見える）、及び真空側に現れる１つ
の整列された空間的凹部６４が各々機械加工される。
【０２１１】
　この構造を経て、仕切り用バリアは成形されたヨークサブアセンブリを方向づける、整
列させる及び保持するよう機能し、そのとき空気環境内に見出される別個のヨークサブア
センブリを、固定した予め選ばれた距離で、そのとき真空環境内に維持されるアークチャ
ンバから物理的に分離するよう機能し、及び同時にまたアーク放電チャンバの内部から発
する大量の熱を効果的に偏向させる熱シールドとして機能する。
【０２１２】
　£前述の全てに加えて、本発明のこの第１実施形態において、介在仕切り用バリアはま
た、熱がシール及び磁気電子捕捉ヨークを含むコンポーネントに損害を与えることを防止
するために、近接して位置づけられるアーク放電チャンバにより放出された熱を吸収及び
除去するための構造的手段を提供する。本明細書における特定の目的は吸熱であり、アー
クチャンバを冷却することではない。従って、アークチャンバ１と仕切り用バリア６０と
の間の接触面積は、限られた接触領域を設けることにより最小化される。
【０２１３】
　とりわけこの特定の目標及び目的を達成するために、複数の別個の導水管及び通路６１
が仕切り用バリア６０の材料物質内に設けられる。導水管、冷却通路及び流体相互接続部
の詳細は図４及び６に図示されないが、それ自体従来から知られ、かつ本技術分野の当業
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者により一般的に使用される。
【０２１４】
　£従って、介在仕切り用バリア６０のこの第１実施形態における配置は、以下の３つの
異なる機能及び重要な目的を果たすことが認識され理解される。
（ｉ）構造的仕切り用バリア６０は、角柱形アーク放電チャンバを、近接して配置された
磁場生成ヨークサブアセンブリからの固定した予め選ばれた距離で、方向づけ、整列させ
、及び適切に近接して位置づける、
（ｉｉ）構造的仕切り用バリア６０は、角柱形アーク放電チャンバを真空環境に保持かつ
維持し、一方で同時に磁場生成ヨークサブアセンブリを周囲の空気環境中に分離しかつ保
つよう機能する、及び
（ｉｉｉ）構造的仕切り用バリア６０は、（そのときその裏面及び複数の凹部上に配置さ
れている）磁場生成ヨークサブアセンブリを超高温への曝露により弱くなる効果から守る
及び保護する有形の熱シールドとして機能する。
【０２１５】
磁場生成ヨークサブアセンブリ構造
　§一次電子捕捉アセンブリの磁場生成ヨークサブアセンブリ１００は、図５ｂに最も良
く示されている。ヨークサブアセンブリ１００は典型的には真空環境の外部の空気雰囲気
に位置し、仕切り用バリア６０の裏側の空間的凹部６８ａ及び６８ｂ内に収容される。こ
の向き及び整列は、ヨークサブアセンブリのフレームワークが、近接して予め設定された
距離で、そのとき真空環境に含まれるアーク放電チャンバ１の外部面及び外周部を部分的
に囲むことを可能にする。
【０２１６】
　§図４、５ｂ及び６にそれぞれ見られるとおり、ヨークサブアセンブリ１００は、閉鎖
アークチャンバの３つの別個の外部面及び別個の固体壁を、予めセットした固定距離で、
近接して囲み、同時にアークチャンバの長さ寸法全体に沿って延在しかつアークチャンバ
の長さ寸法全体上に延びる。アークチャンバの横に位置づけられた隣接する側壁６ａ及び
６ｂに近接して置かれる２つの別個の極１１５ａ及び１１５ｂは、実際、この例において
は、真空の囲み壁の一部であるバリアプレート６０の逆側の凹んだハウジング６８ａ及び
６８ｂ内に挿入される。同様に、第３長尺状極１１６はバリアプレート６０の裏面の空間
的凹部６９内へ挿入される。
【０２１７】
　概して、磁場生成ヨークサブアセンブリのフォーマット及び構成は、巻かれたワイヤコ
イルを含むことも永久磁石を磁極構成体として用いることもできる。しかしながら、図５
ｂにより示されるこの第１機能実施形態において、ヨークサブアセンブリ１００は強磁性
材料から形成される実質的にＵ字型の支持フレームワーク１１０を含む－Ｕ字型の支持フ
レームワーク１１０上には、連続的に直列に極性が交互の３つの長尺状強磁性極１０２、
１１５ａ及び１１５ｂが配置される。
【０２１８】
　§単一の予備成形された強磁性極１１６の構造が図５ｂに示される。これは、本質的に
、強磁性材料又は金属合金から形成された長尺状の固体シャフト、合わせくぎ、又は棒で
あり、いずれの巻線もコイル自体も含まず又は呈しない予備成形された長尺状品であり、
測定可能な距離においてアーク放電チャンバの線形長さ寸法と少なくとも同一の広がりを
有するようなサイズにされる。
【０２１９】
　単一の強磁性極１１６のみがＵ字型ヨーク付サブアセンブリ１００内に現れ、この例に
おいて、極１１６は常に、ヨークサブアセンブリｌ００のフレームワークの中央セグメン
ト１１１上に配置されて存在することに留意されたい。結果として、Ｕ字型のヨーク付サ
ブアセンブリ１００が環境を分離するバリアプレート６０の裏面に嵌合すると、極構成体
１１６は空間的凹部６４内に存在するようになり、アークチャンバ１内の後壁８の外部面
に近接して位置づけられるようになる。
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【０２２０】
　§比較すると、２つの予備成形された強磁性極１１５ａ及び１１５ｂの各々は強磁性材
料製であり、単一の連続的な巻線又は別個の横長コイル１０５ａ及び１０５ｂは、極１１
５ａ及びｂそれぞれの軸方向長さのまわりに渦巻ループとして横方向に巻かれて、極及び
それによりアセンブリ１００の磁化を可能にする。
【０２２１】
　各横長コイル１０５ａ、１０５ｂは、典型的には連続的なワイヤ長さの電気的に導電性
材料から作られ、実質的にレーストラック形の渦巻きとして形成された横方向に配置され
た巻線であり、２つの平行な直線部及び２つの湾曲端部であって各々１８０度屈曲する２
つの湾曲端部とを含む閉鎖渦巻ループ又は横長コイルとして現れる。共に、支持棚及び横
方向に置かれた巻線コイルが、全体として作動的な強磁性極構成体を形成する。
【０２２２】
　また、各横長コイル１０５ａ、１０５ｂは各々エナメル銅ワイヤを使用して巻かれても
よく、励起されると典型的には約３００～８００アンペア回数を提供する。各コイルは一
定電流のプログラム可能な電源により通電される。従って、各横長コイルが約５０の巻き
を含むと、それは０～２０アンペアで作動し得る。
【０２２３】
　§各別個の極構成体１１５ａ及び１１５ｂは、Ｕ字型のヨークフレームワーク１１０の
１つの直立したアームセクション１０３上に個々に取り付けられ、共に、３面から構成さ
れるヨークフレームワーク１１０の構造的アーム上に配置された離間した強磁性極の逆に
方向付けられた対として現れる。２つの別個の強磁性極構成体１１５ａ及び１１５ｂは、
従って組み合わせて縦に並んだ対として用いられており、対の各強磁性極構成体１１５は
、ヨークフレームワーク１１０がアークチャンバ１の外部面及び壁の周りに近接して嵌合
されると、アーク放電チャンバ１の長さ寸法及びＸ軸に向かって方向づけられかつそれら
と平行に置かれるようになる。
【０２２４】
　§操作上、極１１５ａ及び１１５ｂ上に取り付けられた２つの横長コイル１０５ａ及び
１０５ｂは、ヨークフレームワーク１１０の両側に個々の「北」極性を生成し、ヨークフ
レームワーク１１０のベース上に取り付けられた単一の磁極１０２は後方に「南」極性を
生じ、又は逆もまた同様である。特定の磁場方向は２つの極１１５ａ及び１１５ｂが同じ
極性を呈する限り問題ではない。
【０２２５】
Ｂ．第１実施形態の動作機能
プラズマの生成：
　高真空環境が、図１３ａに示されるとおり、ポンプによりアーク放電チャンバのために
確立される。
【０２２６】
　カソードフィラメント７は、７．５Ｖ２００Ａの電源からそれを通って最大で２００ア
ンペアの通電を行うことによりカソードフィラメント７が電子を放出するまで、加熱され
る。カソードフィラメントの負の側はアーク電源の負の側へ接続され、及びまたアークチ
ャンバの固体壁へ接続され、４０～１２０Ｖの電圧がアノードフィラメントとカソードフ
ィラメントとの間に印加される。
【０２２７】
　四重極磁場がヨークサブアセンブリにより生成され、Ｕ字型のヨークサブアセンブリの
側部極上に取り付けられた２つの横長強磁性コイル１０５ａ及び１０５ｂに約１２Ａの通
電を行うことによりアークチャンバのキャビティ容積内に作動的に設置される。
【０２２８】
　気体が次いでアーク放電チャンバのキャビティ容積内に導入されて内部キャビティ圧力
を約１Ｐａへ増加させ、カソードフィラメントにより放出される一次電子が、気体をイオ
ン化し、原位置でプラズマを作り出す。
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【０２２９】
引き出し電極：
電位
　イオン源全体（すなわちアーク放電チャンバ及び一次電子捕捉アセンブリ）は、ビーム
エネルギーを定める電位［通常は１～１００ｋＶの範囲］により、アースに対して正の値
で電気的にバイアスされる。
【０２３０】
　従って、この第１実施形態において、引き出し電極４０ａ及び４０ｂは、アースに接続
される。電極４ａ及び４ｂであって、初期電場を、それらに印加される電位及びそれらの
イオン源からの間隔により制御する電極４ａ及び４ｂは、－１～－５ｋＶの加速／減速電
圧によりアースに対して負にバイアスされる。図４に示されるとおり、間隔は約５ｋｅＶ
の最終ビームエネルギーにとって最適である。プラズマから流れる正イオンが引き出され
、出口アパーチャ５及び電極間の間隙を通過し、これらは約＋／－２度の発散を有する流
動イオンビームを形成する。
【０２３１】
調節（質量、エネルギー、電流）
　チャイルド・ラングミュア則が、所与の電流を生成するのに必要な電極間隔を推定する
のに使用される。電極間隙ｇは、電極アパーチャ幅より著しく大きくなければならず、そ
うでなければ幾何学的影響は、アパーチャの中心の電場が方程式が暗に仮定するより大幅
に弱いことを意味する。丸い穴ではなく狭いスロットによる引き出しを使用する強い理由
の１つは、長いスロットが大きい放出面積を可能にする一方で電極間隙を小さくすること
ができるからである。
【０２３２】
　望ましい電流密度にとって好適な間隙に設定された電極間隔により、プラズマが確立さ
れ、望ましい引き出し電圧が印加されるとビームが引き出される。ビームの発散はいくつ
かの方法により推定され得る－例えば、ビームより狭いスロットを通じて伝送されるイオ
ン電流は最小のビーム発散を与える条件又はその付近で最大化される。減速電圧は適度に
この電流を最大化するよう調節され得る。
【０２３３】
　広い範囲の作動条件が予期される場合、三極管の引き出し配置は四極管（４つの電極）
配置と交換され得る。第１間隙を通した電圧はここでビーム発散を最小化するよう自由に
調節され得るが、総電圧が依然としてエネルギーを定める。第３電極へ印加される加速／
減速電圧はまた、出口アパーチャを通じたビームの最良の伝送を与えるために、加速電圧
と共に調節され得る。
【０２３４】
設置された四重極磁場
　アークチャンバのキャビティ容積内に設置された四重極磁場がどのように現れるかの態
様及び方法、及び本発明の第１実施形態の機能を適切に理解することが重要である。この
目的のため、図１０、１１及び１２がそれぞれ提供される。
【０２３５】
　そこで分かるとおり、図１０は、磁束線Ｂであって、磁束線が生成され、次いでアーク
放電チャンバの内部キャビティ容積内へ及びそこを通って流れると設置された四重極磁場
を構成する磁束線Ｂを示す第１実施形態の断面図である。力線は、ＮからＳ極へ通過する
とみなされ得、出口スリットに向かう間、力線は反対方向へ曲がる。磁場ヌルは力線が通
過しないゾーンで起こる。カソード７はヌル力線を包含する又は横切るように取り付けら
れる。
【０２３６】
　図１１は、ガウス単位で測定される場の強度の値を添えた磁場等高線を示す第１実施形
態の断面図である。磁場ヌルポイントは「０」と表示され、カソードが図１１に示された
場合、このポイントを通って軸を一周する又は横切るように見えるだろう。磁場は３つの
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方向かなり均一に上昇するように見え、一方で、出口アパーチャの方向において、磁場は
水平になるまえに２０～４０ガウスに上昇するだけである。
【０２３７】
　図１２は、アーク放電チャンバの内部キャビティ容積内で捕捉アセンブリにより作り出
された一次電子閉じ込めの空間的ゾーンを示す第１実施形態の断面図である。この空間的
ゾーンの形状を図１０の力線と比較することにより、電子閉じ込めが、力線を大きくは横
切ることができないことにより引き起こされることが分かり得る。また、このゾーンが壁
に到達するように見える４つの限られた領域を図１２に見ることができる。静電位がこれ
らのポイントで－しかしながら図において認識可能でない極めて小さなポイントにおいて
だけ－電子が壁に到達するのをブロックする。
【０２３８】
Ｖ．第２の好ましい実施形態
　この第２の好ましい実施形態において、この第２実施形態を上述の第１実施形態から著
しく分離及び区別する幾つかの主要な変化が存在及び付随する。
【０２３９】
　・第１に、本発明の必須のコンポーネント及び作動的部品の全て－すなわち、角柱形ア
ーク放電チャンバ及び一次電子捕捉アセンブリのほとんどの両方－が、負圧領域内に位置
し、高真空環境内に完全に含まれた状態で存在する。この状況は、真空壁が磁石ヨークの
一部を含む点で上述の第１実施形態と著しく異なり、一次電子捕捉の磁石ヨークの全ての
活性面が真空にある。
【０２４０】
　・第２に、一次電子捕捉アセンブリの磁場生成ヨークサブアセンブリは、フレームワー
クの直立したアームセクション上に配置された２つの永久磁石極構成体を使用して構成さ
れる。しかしながら、ここでも極性が交互のアークチャンバに向かって呈される３つの極
（図７ａにおいてそれぞれ２１５ａ、２１５ｂ、及び２１６）があり、これらは、開放し
た、実質的に四角形の支持フレームワーク上に連続的に直列に離間して横たわる。
【０２４１】
　・第３に、アークチャンバと磁石ヨークとの間に存在する水で冷却された仕切り用バリ
アは、図７ａに示されるとおりの水路２２４を組み込む簡潔で、より小さい、Ｕ字型の桶
（trough）２２３である。アークチャンバは、桶内に保持される耐火性材料製の２つの同
一半部２２７を含む。
【０２４２】
　・第４に、図８ｂは、変形形態であって、その中でアークチャンバ自体が冷却され、そ
のとき結合されている２つの半部２５０ａ及び２５０ｂにおいて作られ得る、変形形態を
示す。
【０２４３】
　・第５に、ヨークサブアセンブリの磁気側壁２２１はまた、冷却された桶２２３又は冷
却されたアークチャンバ２５０ａ及び２５０ｂを適所にクランプする構造的コンポーネン
トとして機能し、さらに、図８ａ及び８ｂに示されるとおり、分割された引き出し電極４
ａ及び４ｂを適所に保持する絶縁体２９０のための固定ポイントを提供する。
【０２４４】
　従って、本発明は根本的に同じ必須の構造的コンポーネント－アーク放電チャンバ及び
一次電子捕捉アセンブリ－から依然としてなるが、上述の第１実施形態と比較されたとき
この第２の好ましい実施形態には、幾つかの有意味な代替形態及び他とは全く異なる修正
形態がある。
【０２４５】
全体がそのとき真空環境内に置かれている一次電子捕捉アセンブリにおける顕著な違い
１．介在仕切り用バリアにおける違い
　図７ａにより示される第２実施形態において、介在仕切り用バリアはアルミニウム（又
は別の非磁性金属もしくは合金）製の一部片のハウジング２２３であるように見える。仕
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切り用バリアハウジング２２３は、複数の閉鎖通路と導管２２４であってそこを冷水が通
過する導管２２４とを包含し、その表面にわたって、アーク放電チャンバ１の別個の隣接
する側壁及び後壁へ近接して及びその周りに位置づけるために成形され、厳密な方向づけ
、３つの極２１５ａ、２１５ｂ及び２１６とその開放フレームワーク上の３つの内部面上
に配置された永久磁石２２２の２つの線形配列とを含む開放した、実質的に四角形のヨー
クサブアセンブリ２００との整列及び嵌合のためにその裏面に外形が形成される。
【０２４６】
　この第２の好ましい実施形態において、介在バリアプレートハウジングは、２つの異な
る機能を果たす：（ａ）それはアーク放電チャンバの３つの別個の固体壁を近接して包含
し囲み、（ｂ）それは永久磁場生成ヨークサブアセンブリをアークチャンバにより放出さ
れた超高温から守る及び保護する熱バリア及び熱シールドとして作用する。
【０２４７】
２．開放ヨークサブアセンブリにおける違い
　ヨークサブアセンブリ２００の構造は、図７ａ及び７ｂにより図示されるとおり、この
第２の好ましい実施形態において著しく異なる。３つの長尺状極がここでも設けられ、内
部面に取り付けられて、アークチャンバの長さをＸ方向に延在する。永久磁石２２５ａ、
２２５ｂの２つの線形配列が、連続的に直列に配置されて存在し、実質的に四角形の、開
放フレームワーク２００の２つの直立したアームセクション２１０ａ、２１０ｂに個々に
配置される。
【０２４８】
　○最もとりわけこの第２実施形態において、成形されたヨークサブアセンブリ２００は
、耐久性がある真空壁及び四角形の開放ヨークフレームの底部の役割を同時に組み合わせ
る強磁性ベースプレート２１１を呈する。この強磁性ベースプレート２１１のための好適
な材料は、磁性があり、耐腐食性であり、真空環境での使用に適切であるタイプ４３０ス
テンレス鋼である。
【０２４９】
　ヨークフレームワーク２００の２つの直立したアームセクション２１０ａ、２１０ｂは
、タイプ４３０ステンレス鋼製であってもよく、又はより経済的にはメッキ軟鋼から作ら
れる。これらの直立したアームセクションは、平面ベースプレート２１１に対して９０度
の角度でねじで構造的に結合され、共に集合的に開放四角形のヨークフレームを形成する
。これらの直立したアームセクションは、冷却されたバリア桶を適所に保持するよう保持
クランプとしてさらに機能する。
【０２５０】
　○各直立したアームセクション２１０ａ、２１０ｂの上には－第１実施形態に示される
巻線横長コイルの代わりに－線形配列の強磁性極２２５及び複数の永久磁石２２２であっ
て、各アーム区域の反対側に位置し、縦に並んで整列した強磁性極として作用する、線形
配列の強磁性極２２５及び複数の永久磁石２２２を含む別個の永久磁石構成体がある。第
３強磁性極２１６は典型的には強磁性ベースプレート２２０に取り付けられ、そうでなけ
ればベースに機械加工により組み込まれる。追加的な永久磁石もその構造内に組み込まれ
得るが、それは、磁石２２２ａ、２２２ｂが適切にサイズ決めされている場合は追加的な
磁石無しに十分作動され得る。
【０２５１】
　（交互の極性を有する）３つの磁化された極のこの組は開放ヨークフレームワークの３
つの内部面上で互いから間隔を空けて配され、共に開放ヨークサブアセンブリ２００を構
成し、結果としてのヨークサブアセンブリは、アークチャンバ内の内部キャビティ容積の
限られた閉じ込め内に認識可能な四重極磁場を必要に応じて生成及び設置し得る。設置さ
れた四重極磁場は上で第１実施形態について述べられたのと同じ歪んだ四重極場形状を有
するが、その磁気強度は実時間において調節され得ない。それにも関わらず、生成された
磁気強度は、（等しい数の）永久磁石２２２ａ及び２２２ｂを追加する又はそれらを線形
配列から減じることにより原位置で調節され得る。
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【０２５２】
アーク放電チャンバの第２実施形態のための構造的修正形態
高温アークチャンバ
　この第２の好ましい実施形態について図７ｂに示されるとおり、（耐火性材料、例えば
グラファイトから形成される）アークチャンバは、望ましくは２つの対称的半部２２７の
連結により作られ、熱シールドの中央凹部におけるバリア桶ハウジングの表面と嵌合する
ように慎重に寸法決めされる。アークチャンバは、各アークチャンバ半部２２７をバリア
プレートハウジングにより構造的に表され及び提供される熱シールドの安定的な面表面に
対して適所に保持する２つの螺合されたリテーナ２２６により固定及び保持される。アー
クチャンバの前壁における出口アパーチャ５は従って耐火性導電性材料の２つの個別の部
片により境界を定められ、アークチャンバ構成体のこの方法は、２つの半部をそれらの端
部でのみ連結するはるかにより弱い構造に依存せずにアークチャンバの大幅に大きな長さ
寸法にわたって出口アパーチャの安定性を確保する。
【０２５３】
冷アークチャンバオプション
　図８ｂは冷アークチャンバの代替的フォーマットを示す。この代替的フォーマットは、
上記の耐火性アークチャンバの熱シールド／バリアプレートハウジングを同じ（又は実質
的に同様の）構成を外部的と内部的の両方で有するより単純な２部片の水で冷却されたア
ークチャンバに置き換えるが、数ｋＷの電力で作動しているときでさえも、低温チャンバ
壁で原位置で作られるプラズマを呈する。
【０２５４】
　この代替的フォーマットにおいて、角柱形のアークチャンバの出口アパーチャ５はここ
でも、上述のとおり、アークチャンバ２５０ａ及び２５０ｂの２つの個別の半部の連結に
より形成される。個別の別個の端部プレート１２ａ及び１２ｂがアークチャンバの端部を
閉鎖するために取り付けられ、かつ先のとおり、これらの２つのチャンバ半部セクション
は各々アノードのための、及び場合により外側に固定されるカソードのための穴を包含す
る。
【０２５５】
構造的単純化及び有効な冷却
　これらの修正形態の部分分解図が図７ｂにより（高温アークチャンバ）及び８ｂ（冷ア
ークチャンバ）において示される。そこで分かるとおり、水冷導管及び通路は開放ヨーク
サブアセンブリの磁性ベースプレートへ作用し、仕切り用バリアハウジングにより提供さ
れる熱シールド効果を著しく増大させる。磁性ベース部分２１１及び熱シールド／バリア
プレートハウジング２２３（又は冷却されたアークチャンバ２５０）は、直接接触してい
る面積が大きく－この共有領域において、Ｏリングシールが置かれ、両方の部品における
凹部が、水の通路がこの領域における両方の部品と密接に接触することを可能にする（図
８ｂに見られるとおり）。
【０２５６】
　従って、最小の数のコンポーネントを使用するこれらの手段により、当業者は強力かつ
耐久性がある真空壁、アークチャンバのための冷却されたバリアハウジング、電気配線、
及び水冷器具、及びガス器具のための貫通接続具を介した全ての他の望ましい機能のため
の構造的取り付け具、アークチャンバのキャビティ容積内で四重極磁場を生成することが
できるヨークアセンブリのための整列した土台、並びに引き出し電極をアークチャンバの
出口アパーチャ上に存在するように適切に取り付けるための安定した構造的支持体（図８
ａ及び８ｂにより詳細に示されるとおり）を提供することができる。
【０２５７】
ＶＩ．第３代替的実施形態
　この第３代替的実施形態において、このフォーマットを上述の第１及び第２実施形態の
両方から実質的に区別するいくつかの固有の構造的違いが現れる。従って、本発明は本質
的に同じ２つの構造的コンポーネント－アーク放電チャンバ及び一次電子捕捉アセンブリ
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－から依然としてなるが、それにも関わらず、いくつかの有意味な変更及び他とは全く異
なる構造的修正がこの第３代替的実施形態にはある。
【０２５８】
　特に、第３代替的実施形態は以下の変更を呈する：
◇改良されたイオン源の全体－アーク放電チャンバ及び一次電子捕捉アセンブリの両方を
含む－は、真空環境内にのみ位置する。
◇介在仕切り用バリアは、２つの個別の、分離された磁気ヨークの位置のための凹部を包
含する。従って、磁場生成ヨークサブアセンブリはアークチャンバの近くに位置するが、
同様に冷却用流体のための通路を包含するアルミニウムなどの高導電性金属の壁によりそ
れから分離される。
【０２５９】
分割されたヨークフレームワーク
　§多くの予期される使用環境において、認識可能な四重極磁場であって、その設置され
る位置及びアークチャンバのキャビティ容積内の境界が、本明細書において上述の第１及
び第２実施形態により説明されたそれらの磁場向き及び整列から４５度回転され得る認識
可能な四重極磁場を生成することが非常に望ましい。注意を再び本発明の第１実施形態の
ための設置された四重極磁場の磁束線を示す図１０、１１及び１２それぞれへ直接向ける
。
【０２６０】
　§従って、アークチャンバのキャビティ容積内に内部的に設置された四重極磁場の望ま
しい４５度回転変更を達成するために、２つの同様に構成された分割されたヨークフレー
ムセクションが共に組み合わせて磁場生成ヨークサブアセンブリとして使用される－各ヨ
ークフレームセクションは、図９に示されるとおり、外部面及びアークチャンバの固体（
sold）壁に直接近接して個々に位置づけられる。
【０２６１】
　用語「逆対称」は、用語「対称」が両方のヨークセクションが同じ極性を有して設置さ
れたことを暗示するため、本明細書において適切に使用され、一方で、サブアセンブリに
おける一方のヨークフレームセクションの極性を逆にする（交替する）ことが必要である
。
【０２６２】
　従って、図９において見られるとおり、仕切り用バリア構造３６０はアルミニウム合金
又は他の高導電性金属からできており、雰囲気を真空から分離する。これは冷却剤通路３
６１並びに３つの別個のキャビティ空間３６８ａ、３６８ｂ及び３６４を真空側に含む。
【０２６３】
　§仕切り用バリア３６０へ嵌入するのは、２つの別個の分割されたヨークフレームセク
ション３０４ａ及び３０４ｂである。これらの２つのフレームセクションは別々に作られ
ており、（非磁性）仕切り用バリア３６０内に設置されると、完全な開放ヨークサブアセ
ンブリ３００を集合的に構成しかつそれをもたらす。各分割されたヨークセクション３０
４ａ及び３０４ｂは、永久磁石の線形配列により互いに接続される伸長された強磁性極３
２５Ｎ及び３２５Ｓの対を含む。
【０２６４】
　§図９により示されるとおり、一方の磁極構成体３０４ａにおける磁化された極３２５
Ｎの１つは、故意に凹部３６８ａの内部面に置かれ、アークチャンバ３０１の前壁に近接
して整列され、その近くで嵌合するよう個々に置かれ、一方極３２５Ｓはアークチャンバ
３０１の後壁と近接して整列され、その近くで嵌合するように個々に置かれる。他の反対
側に置かれた磁極構成体３０４ｂは逆であり、極３２５Ｎはアークチャンバ１の後壁と整
列しその近くで嵌合する。極性は図９に示されるとおり適切に逆にされる。
【０２６５】
　従って、分割用仕切り３６０内に適切に置かれると、磁極構成体３０４ａ及び３０４ｂ
は、アークチャンバ３０１が最終的に位置づけられる準備された空間である凹部３６４を



(43) JP 6469682 B2 2019.2.13

10

20

30

40

50

囲み、アークチャンバ３０１を包囲する一連の配列された４つの別個の極の列が、交互の
極性で「Ｎ－Ｓ－Ｎ－Ｓ」と延び、認識可能な四重極磁場が生成され、アークチャンバ３
０１の内部キャビティ容積３１０内に設置され、四重極磁場の向きはそのとき、第１及び
第２実施形態により提供される磁場配向と比較して、約４５度回転される。
【０２６６】
アーク放電チャンバの構造的代替形態
　§この第３代替的実施形態において、アノードロッド（又は複数のアノードロッド）の
配置の位置を変更することもまた必要であるが、その理由はこれらのアノードはそれらと
設置された四重極磁場内の中央ヌル位置との間を通過する磁束線を有しなければならない
ためである。
【０２６７】
　従って、図９に示されるとおり、中央に置かれたアノードロッド３０２（ここではアー
クチャンバの固体後壁のより近くに置かれている）は、構造上十分な配置転換として機能
する。必要に応じて、追加的なアノードロッドも、アークチャンバの反対側に位置する隣
接する側壁の各々への距離のおよそ半分のところに置かれ得る。多くの任意の同様のアノ
ードロッド再配置が評価され考案されており、これらは適切に作動し使用上機能的である
。
【０２６８】
　§図９においては四角柱構成として示されるが、アークチャンバの全体的な内部構成は
円筒形であることも十分あり得る。このような円筒形のアークチャンバは、チャンバの壁
のそれらの部分が中央により近く、これは、ひいては、イオン化が生じるキャビティ容積
を減少させる。
【０２６９】
　§しかしながら、図９により示される四角柱状は、第３代替的実施形態のためのより単
純なモデルを可能にし、かつ実際は助長する。従って、この例において、２つの分割され
たヨークセクション３０４ａ及び３０４ｂのための支持フランジ３６０（ベース３６０と
共に完全なヨークサブアセンブリ３００を構成するベース）が望ましくは存在する。支持
フランジ３６０は弾性材料から形成されるプレート又は平らなカラー構造であり、複数の
水冷導管及び通路３１１を含む。
【０２７０】
第３代替的実施形態のための特定の用途
　この第３代替的実施形態において、アークチャンバの開放アパーチャを出るイオンは、
四重極磁力線に垂直に方向性を有して移動し、設置された磁場は高速電子がアークチャン
バから出るのをブロックするのに有効である。従って、この理由のため、この代替的実施
形態には、加速されていない低温プラズマの予備の源として－例えばイオンビームの別の
源での加工の間の環境における表面帯電及び電位の制御のためのプラズマブリッジとして
－大きな価値がある。
【０２７１】
ＶＩＩ．本発明全体のための作動可能な変形形態、パラメータ及び他の検討
温度変化の検討
　カソードへの熱プラスプラズマへの熱によるアークチャンバへの電力伝送は数キロワッ
トであってもよい。アーク電流は、４０Ｖ～１２０Ｖでアークチャンバ長さ１メートル当
たり５０Ａであってもよく、そのためアークチャンバ箱の寸法サイズに依存して、かなり
の量の電力が堆積される。
【０２７２】
　特定のイオン種が生成されているとき、アークチャンバの後壁及び２つの隣接する側壁
が高温で作動することが望ましい。例えば、４００℃を超える温度が、ヒ素又はリン蒸気
の安全な使用のために、それらの凝縮を防止するために、望ましい。アークチャンバ壁は
グラファイト、タングステン、もしくはモリブデンもしくは他の耐火性金属製であっても
よく、１０００℃に達し得る。この熱は、開放ヨークサブアセンブリの巻線コイル又は永
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久磁石を加熱しすぎることなく除去されなければならず、そのため、再入可能な構造的ベ
ース又は内部水路を含有するアルミニウムの挿入された桶形の熱シールドのいずれかが熱
を除去し、アークチャンバ箱をヨーク付磁極配置から分離するのに使用される。
【０２７３】
　他の種（例えば酸素及びアルゴン）について、冷アークチャンバ壁を有することが望ま
しい場合がある。アークチャンバをアルミニウム又は他の金属から作り、アークチャンバ
を低温に保つためにチャンバ内に水路を組み込むことも可能である。各例において、水冷
された金属壁がアーク放電と磁気ヨークとの間に挿入され、磁気ヨークを低温に保つ。
【０２７４】
アーク放電チャンバの内部構成
　アークチャンバ箱の内部構成は長方形、又は円筒形、又は部分的に円筒形であるハイブ
リッド形状であることが多いが、アノードロッドを囲む凹部を有する。例えば、図４によ
り示される構成は、図の上半分に半円筒、及び下半分に半四角を含む内部形状を有し、ア
ノードロッドは図のこの下半分における２つのコーナの近くの空間を占める。
【０２７５】
　この形状に影響を与える因子は：断面積を最小化し、アノードロッドがほぼゼロ場の領
域からの磁束線により遮蔽されることを可能にし、磁束線は、それらの曲率がそれを可能
とする場合、これは上で検討されたとおり電子のＥｘＢドリフト速度を高め均一なイオン
化を促すため、壁にほぼ平行になることを可能にする。利便性、強化、寸法の安定性、製
造の容易さのための他の比較的重要ではない形状のバリエーションが想定される。
【０２７６】
イオンビーム出力の制御
　最大で１２０ｅＶの電子エネルギーがいくつかの種のイオンを効率的に作り出すために
必要となり得、他の場合においてはより低いエネルギーが好ましい。アノード電圧がこの
エネルギーを制御する。
【０２７７】
　引き出しに成功した生成されたイオンの一部は、出口スロットの幅のアークチャンバの
円周に対する比率により大部分決められ、これは約３％である。イオンがアークチャンバ
の壁に当たると、それらは中和される可能性が高く、多くの種が気化しイオン化ゾーンへ
戻る。従って、各イオンはこのサイクルを３０回以上通過していることもあるが、供給さ
れる総気体の高い割合が最終的にはイオン化されたビームになることが多い。
【０２７８】
　特定のイオン種、例えば、ＢＦ３由来のホウ素イオンについて、原料気体はフッ化物分
子であり、これらの場合にはフッ化物気体の使用が、壁から堆積した使われていないイオ
ンをエッチングすること及びそれらを放電へ戻すことにより出力を増加させ得る。気体流
れの調節は異なるイオン種の割合を変える。
【０２７９】
　イオンの生成速度は一次電子の電流、アークチャンバ内へ導入される気体の流速、アー
ク電圧（これは一次電子エネルギーを決定する）、並びに場合により他の因子、例えば最
大磁場強度及び壁温度により決められる。イオン源出力は、閉鎖制御ループにおける熱電
子カソードへの電力を調節するのに使用される誤差信号を生成するために、望ましいパラ
メータを基準信号と比較することにより調整される。
【０２８０】
　最初に、この制御ループはカソード出力を特定の電子流を伝送するよう調節することが
できるが、一旦ビームが総イオンビーム電流を調整するために伝送されることが望ましい
。一旦制御ループが一定のイオンビーム電流を維持すると、電極への電圧はビーム発散を
最小化するよう容易に調節することができ、気体流れは、例えば、安定したビーム生産を
維持しつつ真空システムにおける圧力を最小化するために、又はイオンビームにおける特
定のイオン種の産出を最適化するために調節され得る。
【０２８１】
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イオンビーム形態
　ビームを形成するためのイオン源からのイオン種の引き出しは慣習的であり、典型的に
は電子の還流を防止するために加速／減速電極構造を使用する。イオン源は例えば２０，
０００Ｖだけアースから正にバイアスされ、２０ｋｅＶのイオンビームを生じる。
【０２８２】
　改良されたイオン源アセンブリは、アースに対してアークチャンバに印加された電位に
より決められたエネルギーで、何百ミリアンペアものイオンのビームを生成できる。イオ
ンビームは、かなり均一なリボン状流れであって、その幅寸法（及びチャンバのＹ軸寸法
）がアーク放電チャンバの任意に選ばれる長さ寸法によってのみ決められかつ限られてい
るかなり均一なリボン状流れであり、しばしばサイズが１～２メートル以上となり得る。
ビーム幅（及び出口スロットのＸ軸寸法）はるかにより狭く、典型的には２～３ミリメー
トルしかなく、引き出し電極の工学が良好に設計されたと仮定すると、＋／－２度程度発
散する。
【０２８３】
気体状物質の導入
　予め選ばれた気体状物質は、いくつかの均一に分配された穿孔された入口オリフィスの
使用を通じてアーク放電チャンバの内部キャビティ容積内へ望ましくは導入される。これ
らの入口穿孔は、空間的キャビティの中央イオン化部分における大きい圧力変動を回避す
るために設計され置かれた開口である。
【０２８４】
　気体流れは、入口オリフィス長さの２０～１００ｍｍ当たり１ｓｃｃｍの範囲において
典型的には存在する流速で、商業的に利用可能な熱式質量流量コントローラにより望まし
くは測定され制御される。気体流れの分布の微調整がビーム電流プロファイルにおける不
均一性を修正するために使用され得る。
【０２８５】
カソード材料の多様性
　カソード材料は、最も好ましくはタングステン又はタングステン合金である。アークチ
ャンバの内部空間的体積内で使用される気体のために、他の化学成分及び材料は比較的短
い使用寿命を有する。当該技術分野において今日周知のとおり、直接又は傍熱カソードが
使用され得る。
【０２８６】
好ましい電位
　イオン源全体は、正イオンがチャンバ内のスロットからアース電位に向かって加速され
るように、最終イオンエネルギーを定める正電位で好ましくはバイアスされる。
【０２８７】
　ほとんどの使用のために、当該技術分野において周知であり図２に示されるとおり、逆
流電子を抑制するのに必要な負にバイアスされた電極を含む、アークチャンバ出口スロッ
トに加えて２つの追加的な電極（各々２つの接続された半部を含む）を含む三極管の電極
配置が使用される。アークチャンバと負にバイアスされた電極との間に追加的な電極を追
加することにより、動的に可動な電極を使用せずにより広い範囲の制御が可能となる。移
動する電極の使用は一般的であるが、求められる高精度及び熱膨張問題が本発明者らが関
心を寄せるような大きいシステムには厄介なものとなり得る。
【０２８８】
ＶＩＩＩ．第１、第２及び第３実施形態により集合的に呈される特有の機能及び特徴の概
要
　最も強調すると、改良されたイオン源は、全ての例及び実施形態において以下の特徴及
び特性を提供する：
１．アーク放電チャンバの主要な線形長さ寸法の方向又は軸に沿った磁場成分は存在し得
ない。代わりに、生成された磁場又は電場はいずれも、アーク放電チャンバの主要な線形
長さ寸法（及びＸ軸）に垂直な（すなわち直角に又は９０度で存在する）平面又は軸と同
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一平面上になければならないことは必須である。小さい偶然の変化及び端部における終端
の詳細を超えて、この重要な要件に対して例外はあり得ず、これは、他のいずれの機能も
考慮せずに、改良されたイオン源の全ての実施形態について犯されることのないルールで
あり、絶対条件である。
２．設置された磁場断面は多重極プロファイルを有しなければならず、ゼロ場の線はアー
クチャンバの出口アパーチャから短い距離を空けて位置する。場の強度はこのヌル場軸か
らの距離と共に多かれ少なかれ直線的に増加すべきであるが、引き出されたビームの方向
において比較的弱いままであると望ましい。この要件を満たす最良の磁場プロファイルは
、３つの極のみで生成され得る、六重極プロファイルを僅かに混合した四重極場である。
四重極場は、対向する極が同じタイプである（例えば北と北が反対側にある）ことを要求
する。
３．複数の面を有する、開放成形されたヨークサブアセンブリが一次電子捕捉アセンブリ
の重要な要件を満たすために用いられる。構造上この目的のため、少なくとも３つの別個
の強磁性極が開放ヨークフレームワーク－アーク放電チャンバの固体後壁及び反対側に位
置する隣接する側壁の外部面の表面及び測定可能な外辺部に嵌合する及びそれらを近接し
て囲む構成された構造的配置－上に個々に位置づけられ、及びその中で間隔を空けて配さ
れる。開放成形されたヨークサブアセンブリは、ビームが引き出されるアークチャンバの
前側の空間に押し入ることはない。磁極はＸ軸及びアークチャンバの長さ寸法と平行に存
在する。
４．１つ又は複数のアノードは、Ｘ軸と整列し、アークチャンバの長さ寸法全体に延在す
るロッドである。アノードは、磁束線がそれらの周りでカーブし、それらを磁場の強度が
実際上ヌルである領域から分離するところに位置する。
５．比較的小さく従って安価な磁場強度を使用しながらカソードからの一次電子の捕捉を
向上させるために、電子捕捉アセンブリ及びアノードは、４つの磁気カスプが、熱電子カ
ソードに対して負又は僅かに負であるアークチャンバ表面を横切るように方向付けられる
。
【０２８９】
ＩＸ．代表的かつ例示的なイオン注入器システム
　本発明の改良されたイオン源を使用し、第８世代平面パネル型ディスプレイを加工する
のに適切な新たな分析用磁石と密接に結合される代表的かつ例示的なイオン注入器システ
ムは、以下に詳細に記載される。
【０２９０】
　¶いくつもの異なる用途のための平面パネル型ディスプレイは、各画素内の光の放出又
は伝達を制御するためにガラス基体上に堆積された低温ポリシリコンのフィルムの中にト
ランジスタを組み込む。基体は非常に大きくなり得る。いわゆる第８世代ディスプレイは
、サイズが約２．２ｍ×２．５ｍである別個のパネル内へのイオン注入を必要とする。こ
のようなパネルにおけるこれらのトランジスタをドープするために、高電流及び低電流で
１５～８０ｋｅＶの範囲のイオンエネルギーを有するリン及びホウ素粒子のイオンビーム
が必要とされる。ビーム電流についての予想はビーム長さ１ｃｍ当たり１～４ｍＡであり
、及び電流値が高いほど生産性が増加する。また、イオンビームは、望ましくない汚染物
質、例えば、ホスフィンから水素、ホウ素からフッ素／フッ化物を取り除くために質量分
析されなければならない。
【０２９１】
　¶とりわけ、幅広のリボン状ビームの質量分析をすることは非常に難しい－その理由は
、教科書で教えられる従来のセクター磁石アプローチは、磁極間の間隙空間距離は他の寸
法より測定可能なサイズではるかに小さいと暗に仮定するためである。しかしながら、ビ
ーム幅寸法がここでサイズにおいて＞２．２メートルである場合、極間隙距離は少なくと
も同程度大きくなければならず、他の磁石寸法はサイズが途方もなく大きくなる。
【０２９２】
　Aoki、White、及びGlavishによるものを含む多くの改良形態が作られてきたことが従来
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可能にしてきたが、それらは全て依然として以下の全てを仮定する基本的なスケーリング
則に適合し従う：
（ａ）所与の磁場を生成するアンペア回数の数は極間隙に比例する、
（ｂ）磁石の重量は極間隙の２乗に概ね比例する、並びに
（ｃ）極間隙が大きくなるにつれて、望ましくないフリンジ場及び収差の程度が大きくな
る。
【０２９３】
　しかしながら、従来の二重極磁石による任意に長い寸法決め、大きい幅のビームのこの
ような追加的な磁気分析は、非常に難しく、必要とされる装置が大規模であり手に入れる
のに費用がかかる。代わりに、イオン純化の作動的かつ実用的システムは、生成された磁
場が全体としてＹ－Ｚ平面だけに閉じ込められ限定された固有の構造を持つ磁気分析用デ
バイスを用いなければならない。
【０２９４】
　¶本発明の改良されたイオン源アセンブリと、Ｙ－Ｚ平面に限定された磁場のみを生成
することができ、全ての磁場及び電場が（イオンビームの移動の入力及び出力方向を含む
）単一平面において実質的に同一平面上にある近接して位置する磁気分析用装置とを組み
合わせる新規かつ予期せぬシステムは、本発明全体をすぐに延長したものでありかつ直接
精緻化したものである。従って、イオンビーム純化のこのようなシステム及び方法は、本
明細書で規定される発明の不可分の一部でありかつその真の範囲内に適切に入るものであ
ると考えられる。
【０２９５】
　このような固有に構成された磁気分析用装置が同時係属中の特許出願において詳細に説
明され、図１３ａによりシステムコンポーネントの１つとして示される。
【０２９６】
　¶図示のとおり、図１３ａは、このような完全なかつ作動的なイオンビーム純化システ
ムと、イオンビーム純化の方法を示す。示される図は、真空チャンバ壁のスケッチを含む
。改良されたイオン源のためのヨーク付サブアセンブリの磁極配置の構造と磁気分析用装
置のワイヤコイルとは両方とも空気雰囲気内に取り付けられ得ることに留意されたい。こ
のような空気環境配置能力により、製造の大幅な単純化及びより長い有効なサービス期間
が可能となる。
【０２９７】
　¶図１３ｂは、本システムを通過する軌道の直交方向における投射を示し、イオンが経
験する複雑な３次元軌道を示す。さらなる情報については、同時提出出願を参照されたい
。
【０２９８】
　¶示されるイオン注入システムは、より従来のシステムの、１／３の線形占有寸法、及
び１／２０の重量であり、はるかに大きな処理能力を送達する能力を有する。
【０２９９】
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
　本発明は形態において制限されるものではなく、本明細書に添付される特許請求の範囲
による以外は範囲が限定されるものでもない。



(48) JP 6469682 B2 2019.2.13

【図１】 【図２】

【図３ａ】 【図３ｂ】



(49) JP 6469682 B2 2019.2.13

【図３ｃ】 【図４】

【図５ａ】

【図５ｂ】 【図６】



(50) JP 6469682 B2 2019.2.13

【図７ａ】 【図７ｂ】

【図８ａ】

【図８ｂ】

【図９】



(51) JP 6469682 B2 2019.2.13

【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３ａ】



(52) JP 6469682 B2 2019.2.13

【図１３ｂ】



(53) JP 6469682 B2 2019.2.13

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  ニコラス　アール．　ホワイト
            アメリカ合衆国　マサチューセッツ州　０１９４４　マンチェスター　スパイ　ロック　ヒル　９

    審査官  岡▲崎▼　輝雄

(56)参考文献  特開平０６－００５２１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０７－０６５７６４（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２０１２／０２３５０５３（ＵＳ，Ａ１）　　
              特表２００７－５２３４６２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１３－２１４５１２（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２０１１／０１１４８５０（ＵＳ，Ａ１）　　
              特開昭５７－１１３５３９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６２－０９８５４２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－１７３４８７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０９－１０６７７８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－０７６２８７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－２０２８９６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１１－２７３６１４（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２００８／０１４９８２６（ＵＳ，Ａ１）　　
              特開２００６－１５６２３６（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０１Ｊ　　２７／１４　　　　
              Ｈ０１Ｊ　　３７／０８　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

